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第８期南箕輪村高齢者福祉計画・介護保険事業計画の策定にあたって 

 

国においては、「団塊の世代」のすべての人が 75 歳以上の高

齢者となる令和７（2025）年を見据えて「地域包括ケアシステ

ム」の構築を目指す方向性が示されており、南箕輪村において

も、これまでこれに基づく総合的な高齢者施策の展開と介護保

険事業の推進を図ってまいりました。今回の計画改定にあたっ

ては、それに加えて介護サービス需要が増加・多様化し、現役

世代が減少する令和 22（2040）年をも視野に入れた長期的な視

点での計画としました。 

本村においては、平成 30（2018）年に後期高齢者の割合が前

期高齢者の割合を上回り、今後、要支援・要介護認定者のさらなる増加が懸念されるところ

です。また、現在も人口の増加が続いてはおりますが、近い将来には減少に転じることが見

込まれており、制度を安定的に運営していくための取組みがますます求められるようになっ

ています。 

こうした状況を踏まえるとともに「人生 100 年時代」を見据え、高齢者の生きがいづくり

や健康づくり、地域で安心して暮らしていけるようにするためのサービスの充実や体制づく

り等を進め、支え手と受け手といった枠を超え、地域住民がそれぞれに役割を持ち、支え合

いながら生きいきと暮らすことのできる「地域共生社会」の実現を図っていかなければなり

ません。そのためには、総合的な高齢者施策の展開を図るとともに、介護保険事業を円滑に

推進していくこが重要となりますので、村民の皆様や関係機関のご理解、ご協力をお願いい

たします。 

結びに、本計画を策定するにあたり、貴重なご意見やご提案をいただきました「南箕輪村

福祉計画懇話会」の委員の皆様をはじめ、ご協力いただきました多くの村民の皆様、関係機

関・団体の皆様に、心から感謝申し上げます。 

 

 

 令和３（2021）年３月 

南箕輪村長 唐 木 一 直 
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第１章 計画の基本的な考え方 
 

１ 計画策定の趣旨と背景 

 平成 19（2007）年、わが国では総人口に占める 65 歳以上人口（高齢者）の割合が 21％を超え、

いわゆる「超高齢社会」に突入しました。また、国立社会保障・人口問題研究所によると、令和 17

（2035）年には高齢化率が 33.4％となり、「約３人に１人が高齢者」になると予想されています。 

 国では高齢化の進行や核家族化による家族の介護機能の低下等に対応するため、平成 12（2000）

年に介護保険制度が開始され、南箕輪村（以下、「本村」という。）でも高齢期の住民を支える制度

として浸透・定着してきました。しかし、要支援・要介護認定者の増加による介護・医療費の増加

や認知症高齢者の増加、在宅医療ニーズの増大、家族介護者の負担等、様々な課題は未だ山積して

おり、制度の持続可能性を確保しつつ、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できる環境を整備

することが喫緊の課題となっています。 

 国ではこれらの情勢を踏まえ、高齢社会を乗り越える社会モデルを構築するため、「地域包括ケ

アシステム」の構築に取り組んできましたが、団塊の世代がすべて 75 歳以上（後期高齢者）にな

る令和７（2025）年は目前に迫ってきています。 

これからの地域のあり方として、制度・分野の枠や「支える側」「支えられる側」という従来の関

係を超えて、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割をもち、助け合いながら

暮らしていくことのできる「地域共生社会」の実現が求められています。 

「第８期南箕輪村高齢者福祉計画・介護保険事業計画」（以下、「本計画」という。）は、これまで

の計画の理念を継承しつつ、団塊の世代がすべて 75 歳以上（後期高齢者）となる令和７（2025）

年、更に現役世代が急減する令和 22（2040）年を見据え、地域包括ケアシステムの構築と持続可能

な介護保険制度の運営に向けた具体的な取組みを実施していくことを目的に策定します。 

 

 

２ 計画の位置づけ 

（１）法令の根拠 

老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の８に規定する「高齢者福祉計画」及び介護保険法

（平成９年法律第123号）第117条に規定する「介護保険事業計画」を、一体的に策定するものです。 

 

（２）関連計画との整合 

本計画は、本村の最上位計画である「南箕輪村第５次総合計画」をはじめ、「地域福祉計画」「南

箕輪村障がい者福祉計画」「南箕輪村保健計画」等の関連計画との整合性を図ります。また、「長

野県高齢者プラン（長野県老人福祉計画・介護保険事業計画）」「上伊那郡高齢者福祉施設計画」

等とも整合を図ります。 
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■本計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

本計画の計画期間は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の３年間です。 

また、中長期視点では、団塊の世代のすべての人が75歳以上の後期高齢者となる令和７（2025）

年、介護サービス需要が増加・多様化するとともに現役世代の減少が顕著になる令和22（2040）年

を見据えて計画を定めます。 

 

年度 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027  2040  

計画 

期間 

   
          

 
        

  

 
        

 

 

 

４ 日常生活圏域の設定 

 日常生活圏域は、住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、人口、交通事情その他

の社会的条件等を総合的に勘案して、おおむね 30 分以内に必要なサービスが提供される区域とし

て中学校区域を基準に定めることとされています。 

 この日常生活圏域は地域包括ケアシステムの単位として想定されており、本村は全域を１つの日

常生活圏域に設定しています。 

  

地域福祉計画 

南箕輪村 

南箕輪村第５次総合計画 

 

第８期南箕輪村高齢者福祉計画・介護保険事業計画 

南箕輪村障がい者福祉計画 

南箕輪村保健計画 第４次 

その他 関連計画 

介護保険法 

老人福祉法 

国(根拠法) 

 

第７期計画 

第８期計画 

長野県高齢者プラン 

  県・上伊那郡 

上伊那郡高齢者福祉施設計画 

第９期計画 
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５ 制度改正の主な内容 

本計画は、国から示された制度改正の内容や方針等を踏まえて施策を推進します。 
 

■第８期計画において記載を充実させる事項（案）            社会保障審議会介護保険部会（91回）資料より作成 

項目 内容（抜粋） 

１．2025・2040 年を見据え

たサービス基盤、人的

基盤の整備 

○2025・2040年を見据え、地域ごとの推計人口等から導かれる介護需要等を踏ま

えて計画を策定 

２．地域共生社会の実現 ○地域共生社会の実現に向けた考え方や取組みについて記載 

３．介護予防・健康づくり

施策の充実・推進（地

域支援事業等の効果的

な実施） 

○一般介護予防事業の推進に関して「PDCAサイクル沿った推進」、「専門職の関

与」、「他の事業との連携」について記載 

○高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について記載 

○自立支援、介護予防・重度化防止に向けた取組みの例示として就労的活動等

について記載 

○総合事業の対象者や単価の弾力化を踏まえて計画を策定 

〇保険者機能強化推進交付金等を活用した施策の充実・推進について記載（一

般会計による介護予防等に資する独自事業等について記載） 

〇在宅医療・介護連携の推進について、看取りや認知症への対応強化等の観点

を踏まえて記載 

〇要介護（支援）者に対するリハビリテーションの目標については国で示す指標を

参考に計画に記載 

○PDCA サイクルに沿った推進にあたり、データの利活用を進めることやそのため

の環境整備について記載 

４．有料老人ホームとサー

ビス付き高齢者住宅に

係る都道府県・市町村

間の情報連携の強化 

〇住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況を記載 

〇整備に当たっては、有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置

状況を勘案して計画を策定 

５．認知症施策推進大綱等

を踏まえた認知症施策

の推進 

○認知症施策推進大綱に沿って、認知症の人ができる限り地域のよい環境で自

分らしく暮らし続けることができる社会の実現を目指すため、５つの柱に基づき

記載（普及啓発の取組みやチームオレンジの設置及び「通いの場」の拡充等に

ついて記載） 

○教育等他の分野との連携に関する事項について記載 

６．地域包括ケアシステム

を支える介護人材確保

及び業務効率化の取組

みの強化 

○介護職員に加え、介護分野で働く専門職を含めた介護人材の確保の必要性に

ついて記載 

〇介護現場における業務仕分けやロボット・ICT の活用、元気高齢者の参入によ

る業務改善など、介護現場革新の具体的な方策を記載 

○総合事業等の担い手確保に関する取組みの例示としてボランティアポイント制

度等について記載 

○要介護認定を行う体制の計画的な整備を行う重要性について記載 

〇文書負担軽減に向けた具体的な取組みを記載 

７．災害や感染症対策に係

る体制整備 

○近年の災害発生状況や、新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、これらへ

の備えの重要性について記載 
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第２章 南箕輪村の高齢者を取り巻く状況 
 

１ 統計からみる高齢者の状況 

（１）人口の状況 

本村の総人口は増加傾向にありますが、「第２期南箕輪村人口ビジョン」における国立社会保障・

人口問題研究所推計を基にした村独自推計によれば、令和12（2030）年をピークに減少に転じる見

込みです。総人口が減少局面に入ってからも、65歳以上の高齢者人口は継続して増加する見込みで

あり、特に介護需要に結びつきやすい75歳以上の後期高齢者人口は、増加傾向が予測されます。65

歳から74歳の前期高齢者人口は令和７（2025）年以降に一旦減少し、令和12（2030）年以降再び増

加に転じる見込みです。 

■人口の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（～2015年）国勢調査、（2020年～）第２期南箕輪村人口ビジョン 

（2015年までの総人口には「年齢不詳」が含まれるため、各年代区分別人口の合計と一致しません。） 

■高齢者の構造（前期高齢者と後期高齢者） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（～2015年）国勢調査、（2020年～）第２期南箕輪村人口ビジョン  

 推計値

1,224 1,453 1,748 1,802 1,610 1,647 1,774 1,941

1,189
1,424

1,635 1,892 2,231 2,422 2,448 2,5362,413
2,877

3,383
3,695 3,841 4,069 4,222 4,476

49.3 49.5 48.3
51.2

58.1 59.5 58.0 56.6

10.0

25.0

40.0

55.0

70.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

（人）

前期高齢者（65歳～74歳） 後期高齢者（75歳以上） 後期高齢者占有率

（％）

▶推計値

2,202 2,336 2,406 2,533 2,497 2,424 2,391 2,324

4,596 4,643 4,418 4,368 4,290 4,096 3,827 3,915

4,409 4,642 4,856 5,033 5,266 5,360 5,404 4,874

2,413 2,877 3,383 3,695 3,841 4,069 4,222 4,476

13,620
14,543 15,063 15,629 15,894 15,949 15,843 15,590

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

（人）

15歳未満 15歳～39歳 40歳～64歳 65歳以上 総人口

合計 
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高齢化率の推移は、全国や長野県と比較して本村は低く推移していますが、今後も増加すること

が見込まれます。 

年齢別人口の推計は、平成27（2015）年に人口が多い40～44歳、35～39歳が令和22（2040）年に

65～69歳、60～64歳となり、高齢者人口のボリュームが大きくなることが予測されます。 

■高齢化率の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（～2015年）国勢調査 

（2020年～）南箕輪村：第２期南箕輪村人口ビジョン 

長野県、全国：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

■年齢別人口の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（～2015年）国勢調査、（2020年～）第２期南箕輪村人口ビジョン 

  

814

821

771

745

843

758

895

1,177

1,210

1,020

923

782

921

962

786

591

476

367

201
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60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

（人）

2015年

739

782

803

727

779

721

753

935

627

1,026

1,061

1,031

1,130

1,075

866

828

637

559

512

0 300 600 900 1,200 1,500
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10～14歳

15～19歳

20～24歳
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60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

（人）

2040年（推計）

804

873

856

827

641

904

975

1,021

1,200

1,139

954

946

794

882

920

723

518

353

298

0 300 600 900 1,200 1,500

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

（人）

2020年（推計）

▶推計値

17.7
19.8

22.4 23.6 24.2
25.5 26.6

28.7
23.8

26.4

29.8
32.4

33.9
35.4

37.3
40.0

20.1 22.8
26.3

28.9
30.0 31.2

32.8
35.3

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

（％）

南箕輪村 長野県 全国



6 

 

（２）世帯の状況 

高齢者のみの世帯数の推移は、高齢単身世帯、高齢夫婦世帯（夫65歳以上、妻60歳以上の夫婦

１組のみの一般世帯）ともに増加傾向にあります。 

全国や長野県と比較すると、本村では一般世帯に占める高齢単身世帯、高齢夫婦世帯の割合は

低くなっています。 

■高齢者のみの世帯数の推移                ■世帯に関する全国、長野県比較 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
  

 

一般世帯に占める割合（％） 

単独世帯 

 
高齢夫婦 

世帯 

３世代 

世帯 
高齢単身

世帯 

全国 34.5 11.1 11.4 5.7 

長野県 27.9 10.4 13.2 9.9 

南箕輪村 30.6 6.5 9.8 8.5 

資料：（2015年）国勢調査 
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（３）要支援・要介護認定者の状況 

本村の要支援・要介護認定者数は増加傾向にあります。令和２（2020）年３月時点の要支援・要

介護認定者のうち、最も人数が多い区分は要介護１であり、要支援１・２と要介護１までの、いわ

ゆる軽度者が全体の42.5％を占めています。 

 

■要支援・要介護認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（～2018年）介護保険事業状況報告（年報）、（2019年～）介護保険事業状況報告（３月月報） 

 

■要支援・要介護認定区分別割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（～2018年）介護保険事業状況報告（年報）、（2019年～）介護保険事業状況報告（３月月報） 
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（４）認定率の状況 

 認定率（65歳以上の高齢者に占める要支援・要介護認定者の割合）の推移は、平成 30（2018）年

度以降、上昇傾向となっています。 

全国や長野県と比較すると、本村は低く推移しています。 

 

■認定率の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（～2018年）介護保険事業状況報告（年報）、（2019年～）介護保険事業状況報告（３月月報） 

 

 

（５）認知症高齢者の状況 

 認知症高齢者は、平成 30（2018）年から令和２（2020）年にかけて 11 人増加しています。同様

に認知症サポーター数は、118人増加しています。 

 
※介護認定審査資料における主治医意見書で、日常生活自立度Ⅱ（日常生活に支障を来すような症状・行動

や意思疎通の困難さが多少みられても、誰かが注意していれば自立できる。）以上と判定された人を「認知

症高齢者」としています。 
 

■認知症高齢者数の推移                      ■認知症サポーター数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：認知症高齢者数または介護認定審査資料における                資料：南箕輪村健康福祉課（各年３月 31日） 

主治医意見書より作成（各年３月 31日）   
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２ 介護保険サービス等の利用状況 

（１）介護保険サービスの利用状況 

本村のサービス費用額の推移は、在宅サービスが特に増加傾向にあります。 

総給付費に占める各サービスの割合は、令和元（2019）年度で在宅サービスが48.5％、居住系サ

ービスが6.2％、施設サービスが45.3％となっています。 

■各サービスの費用額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（～2018年度）介護保険事業状況報告（年報）、（2019年度）介護保険事業状況報告（月報）の 12か月累計 

 

 

■総給付額に占める各サービスの割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（～2018年度）介護保険事業状況報告（年報）、（2019年度）介護保険事業状況報告（月報）の 12か月累計 
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第１号被保険者１人１月あたり費用額の推移は、全国や長野県と比較すると、本村は低く推移し

ています。 

 

■第１号被保険者１人１月あたり費用額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：介護保険事業状況報告（年報）または直近月までの月報累計における費用額を介護保険事業状況報告月報における 
第 1号被保険者数の各月累計で除して算出 
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（２）各サービスの利用状況 

居宅サービスの給付費の推移は、「通所介護」が最も多くなっていますが、平成28（2016）年度

以降は小規模な通所介護が地域密着型サービスに移行したことで減少しています。 

 
 

■居宅サービスの給付費の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（年報） 
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地域密着型サービスの給付費の推移は、「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護」が最も

多くなっています。 

施設サービスの給付費の推移は、「介護老人福祉施設」が最も多くなっています。 

 

■地域密着型サービスの給付費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（年報） 

 

■施設サービスの給付費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（年報）  
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■第７期計画値と実績値との比較（給付費）                                                （千円） 

   2018年度 2019年度 

   計画値 実績値 
実績値の 
割合(％) 

計画値 実績値 
実績値の 
割合(％) 

居宅（介護予防）サービス       

 訪問サービス       

  訪問介護 30,060 26,348 87.7％ 31,243 35,819 114.6％ 

  訪問入浴介護 6,748 7,238 107.3％ 6,751 9,470 140.3％ 

  訪問看護 24,893 17,053 68.5％ 26,786 19,450 72.6％ 

  訪問リハビリテーション 3,529 4,502 127.6％ 4,035 5,730 142.0％ 

  居宅療養管理指導 3,755 3,886 103.5％ 4,113 4,790 116.5％ 

 通所介護サービス       

  通所介護 63,168 86,520 137.0％ 67,847 82,377 121.4％ 

  通所リハビリテーション 31,815 36,147 113.6％ 33,941 34,600 101.9％ 

 短期入所サービス       

  短期入所生活介護 31,432 30,482 97.0％ 41,244 28,051 68.0％ 

  短期入所療養介護 10,941 16,816 153.7％ 11,829 22,739 192.2％ 

 
福祉用具・住宅改修サービス       

 福祉用具貸与 30,052 30,264 100.7％ 30,020 33,176 110.5％ 

  特定福祉用具購入費 392 791 201.8％ 497 1,030 207.2％ 

  住宅改修費 712 3,200 449.4％ 1,917 2,208 115.2％ 

 特定施設入居者生活介護 26,335 27,308 103.7％ 29,398 23,221 79.0％ 

地域密着型（介護予防）サービス       

 定期巡回・臨時対応型訪問介護看護 2,549 2,073 81.3％ 2,550 2,341 91.8％ 

 夜間対応型訪問介護 0 0 0.0％ 0 0 0.0％ 

 地域密着型通所介護 60,108 38,282 63.7％ 69,801 37,188 53.3％ 

 認知症対応型通所介護 6,739 4,590 68.1％ 7,167 14,897 207.9％ 

 小規模多機能型居宅介護 47,507 41,296 86.9％ 51,678 46,148 89.3％ 

 認知症対応型共同生活介護 24,607 24,885 101.1％ 24,618 30,763 125.0％ 

 地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0.0％ 0 0 0.0％ 

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  96,279 94,633 98.3％ 96,323 95,196 98.8％ 

 看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）  0 0 0.0％ 0 0 0.0％ 

施設サービス       

 介護老人福祉施設 162,764 169,930 104.4％ 163,246 192,603 118.0％ 

 介護老人保健施設 116,279 103,672 89.2％ 119,411 91,722 76.8％ 

 介護医療院 0 0 0.0％ 0 0 0.0％ 

 介護療養型医療施設 48,774 28,455 58.3％ 38,136 15,575 40.8％ 

介護予防支援・居宅介護支援 41,865 42,287 101.0％ 45,253 44,780 99.0％ 

総 計 871,303 840,658 96.5％ 907,804 873,874 96.3％ 
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３ 近隣市町村との比較 

（１）人口の状況 

長野県の老人福祉圏域で設定されている上伊那圏域の他の自治体（伊那市、駒ヶ根市、辰野町、

箕輪町、飯島町、中川村、宮田村）と比較すると、本村の高齢化率は圏域内で最も低くなっていま

す。 

■人口及び高齢化率の比較                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（2015年）国勢調査 

 

 

高齢化率の推移を上伊那圏域の他の自治体と比較すると、令和 22（2040）年までに 10 ポイント

以上の増加が見込まれる自治体がみられる中、本村は 6.3ポイント増にとどまる見込みです。 

■高齢化率の推移と推計の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（～2015年）国勢調査 

（2020年～）南箕輪村：第２期南箕輪村人口ビジョン 

他市町村：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」  

▶推計値
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■高齢化率の増加（推計）比較 

 

 

（２）認定者の状況 

平成 31（2019）年３月時点の要支援・要介護認定者の割合を上伊那圏域の他の自治体と比較する

と、本村は要介護３、要介護４の割合が高くなっています。 

また、認定率の推移を比較すると、年によって増減していますが、本村は箕輪町、宮田村に次い

で低く推移しています。 

 

■要支援・要介護認定区分別割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（2019年）介護保険事業状況報告（３月月報） 

■認定率の推移の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（～2018年）介護保険事業状況報告（年報）、（2019年～）介護保険事業状況報告（３月月報） 

 南箕輪村 伊那市 駒ヶ根市 辰野町 箕輪町 飯島町 中川村 宮田村 

2015年(％) 22.4 29.9 29.2 34.5 27.3 33.6 33.4 28.1 

2040年(％) 28.7 42.3 38.7 44.7 40.7 45.9 43.0 39.6 

差（ポイント） 6.3 12.4 9.5 10.2 13.4 12.3 9.6 11.5 

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

18.0

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

（％）

南箕輪村 伊那市 駒ヶ根市 辰野町

箕輪町 飯島町 中川村 宮田村

7.7 6.6 5.1 8.8 8.4 5.1 5.3 3.8

8.8 15.9
9.0

12.5 10.5
10.6 11.6 9.7

24.2
23.2

22.6
21.9 24.2

21.4 17.9 25.6

18.2
17.6

20.1
20.3 21.4

20.6 23.6 19.1

17.3 13.7
16.4

12.6 13.6
17.1 16.9 15.9

16.1 13.4
13.7

14.6 12.0 14.1 13.0 14.1

7.7 9.5 13.1 9.2 9.9 11.2 11.6 11.8

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

南箕輪村 伊那市 駒ヶ根市 辰野町 箕輪町 飯島町 中川村 宮田村

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

80.0

100.0

60.0

40.0

20.0

0.0

（％）
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（３）介護保険サービスの利用状況 

平成30（2018）年度の総給付費に占める各サービスの割合を上伊那圏域の他の自治体と比較する

と、本村は施設サービスの割合が辰野町、駒ヶ根市に次いで高くなっています。 

第１号被保険者１人１月あたり費用額を上伊那圏域の自治体と比較すると、令和元（2019）年度

では箕輪町に次いで低くなっています。 

 

■総給付費に占める各サービスの割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（2018年度）介護保険事業状況報告（年報） 

 

■第１号被保険者１人１月あたり費用額の推移の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（年報）または直近月までの月報累計における費用額を 

介護保険事業状況報告（月報）における第 1号被保険者数の各月累計で除して算出 

 
  

15,000

18,000

21,000

24,000

27,000

30,000

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

（円）

南箕輪村 伊那市 駒ヶ根市 辰野町

箕輪町 飯島町 中川村 宮田村

46.5 45.6 46.0
37.8

46.1
53.6 53.6 54.0

6.3 7.8 5.7
12.2

10.3
10.1 10.2 6.4

47.2 46.6 48.2 50.0
43.6

36.3 36.3 39.6

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

南箕輪村 伊那市 駒ヶ根市 辰野町 箕輪町 飯島町 中川村 宮田村

在宅サービス 居住系サービス 施設サービス

20.0

80.0

100.0

60.0

40.0

0.0

（％）
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４ アンケート調査結果 

 本計画策定の基礎資料とするため、高齢者等実態調査を実施しました。調査の概要は以下のとお

りです。 

 

 元気高齢者等実態調査 居宅要介護・要支援認定者等実態調査 

調査対象 

元気高齢者（要介護・要支援認定を

受けていない 65歳以上の高齢者）よ

り抽出 

在宅の要介護または要支援認定者 

配布・回収方法 郵送配布・回収 

調査基準日 令和元（2019）年 10月１日 

調査期間 令和元（2019）年 11月 27日～令和元（2019）年 12月 20日 

回
収
状
況 

配布数（件） 300 400 

回収数（件） 217 249 

回収率（％） 72.3 62.3 

 

 

（１）日常生活について 

 外出を控えているかについて、「はい」が元気高齢者では 23.5％、居宅要介護・要支援認定者で

67.5％となっています。 

 外出を控えている理由について、元気高齢者、居宅要介護・要支援認定者ともに「足腰などの痛

み」が最も高くなっています。 

■外出を控えているか 

 

 

 

 

 

■外出を控えている理由 ※上位５位 

 

 

 

 

   

62.7 

25.5 

13.7 

11.8 

9.8 

0% 20% 40% 60% 80%

足腰などの痛み

交通手段がない

耳の障害（聞こえの問題など）

トイレの心配（失禁など）

目の障害

元気高齢者(N=51)

50.0 

28.0 

25.0 

24.4 

20.2 

0% 20% 40% 60% 80%

足腰などの痛み

病気

トイレの心配（失禁など）

交通手段がない

障害（脳卒中の後遺症など）

居宅要支援・要介護認定者

(N=168)       

23.5 68.7 7.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

元気高齢者（N=217）

はい いいえ 無回答67.5 30.1 

2.4 

居宅要支援・要介護認定者(N=249)

はい いいえ 無回答
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 趣味の有無について、「趣味あり」が元気高齢者で 66.8％、居宅要介護・要支援認定者で 31.7％

となっています。「思いつかない」が元気高齢者で 26.7％、居宅要介護・要支援認定者で 61.4％と

なっています。 

また、生きがいの有無について、「生きがいあり」が元気高齢者で 61.8％、居宅要介護・要支援

認定者で 25.3％となっています。「思いつかない」が元気高齢者で 28.1％、居宅要介護・要支援認

定者で 67.1％となっています。 

高齢者一人ひとりがそれぞれの状況と能力・興味等に応じた趣味や生きがいを持って暮らせるよ

う、生きがいづくりへの支援が求められます。 

■趣味の有無 

 

 

 

 

 

■生きがいの有無 

 

 

 

 

 

 

 

（２）健康づくり・介護予防について 

元気高齢者の介護予防への取組み状況について、「意識して取り組んでいる」が33.2％と最も高

く、次いで「興味はあるが、具体的な取り組み方がわからない」が14.7％、「きっかけがあれば取

り組みたい」が12.0％となっています。 

介護予防活動の早期取組みの大切さを啓発し、取組みのきっかけづくりを促進していく必要が

あります。 

■介護予防への取組み状況 

 

 

 

 

 

 

 

  

31.7 61.4 6.8 居宅要支援・要介護認定者(N=249)

趣味あり 思いつかない 無回答

66.8 26.7 6.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

元気高齢者（N=217）

趣味あり 思いつかない 無回答

61.8 28.1 10.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

元気高齢者（N=217）

生きがいあり 思いつかない 無回答25.3 67.1 7.6 居宅要支援・要介護認定者(N=249)

生きがいあり 思いつかない 無回答

33.2 11.5 6.5 12.0 14.7 

1.4 

9.2 11.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

元気高齢者(N=217)

意識して取り組んでいる 体力が落ちてきたら取り組みたい

もう少し歳をとってから取り組みたい きっかけがあれば取り組みたい

興味はあるが、具体的な取り組み方がわからない その他

興味・関心は特にない 無回答



19 

 

 元気高齢者が普段から健康や介護予防のために気をつけていることについて、「かかりつけの医

師（主治医）に定期的に診てもらっている」が 56.2％と最も高く、次いで「口の中を清潔にしてい

る（歯みがき、うがいなど）」が 52.5％、「野菜づくりなど農作業をしている」が 50.2％となってい

ます。 

■普段から健康や介護予防のために気をつけていること ※上位10位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

元気高齢者が今後参加してみたい介護予防事業について、「参加してみたいことは特にない」が

36.9％と最も高く、次いで「運動機能向上のための教室（ストレッチ運動、筋力向上トレーニング

など）」が 33.2％、「認知症になることを予防するために、趣味活動やゲームなどを行う教室」が

27.6％となっています。 

■今後参加してみたい介護予防事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

56.2 

52.5 

50.2 

42.4 

43.8 

35.9 

35.5 

34.6 

31.3 

18.9 

0% 25% 50% 75%

かかりつけの医師（主治医）に定期的に診てもらっている

口の中を清潔にしている（歯みがき、うがいなど）

野菜づくりなど農作業をしている

栄養バランスやかむ回数に気をつけて食事をしている

休養や睡眠を十分にとっている

ウォーキングや体操など、定期的に運動をしている

規則的な生活を心がけている（夜更かしをしないなど）

定期的に健康診断を受けている

気持ちをできる限り明るく保つ

社会活動（地域の会やグループでの活動）に参加している

元気高齢者(N=217)

36.9 

33.2 

27.6 

18.9 

18.0 

8.3 

6.5 

0.5 

5.5 

0% 25% 50%

参加してみたいことは特にない

運動機能向上のための教室（ストレッチ運動、筋力向上トレーニングなど）

認知症になることを予防するために、趣味活動やゲームなどを行う教室

家の中に閉じこもらないために、公民館等に集まってのゲームや会食

健康のために栄養バランスよく、おいしく食べるための教室や調理実習

お茶や汁物でむせることを防ぐための

口の中の清潔保持や舌・口まわりの運動

うつ状態になることを予防するための教室や

保健師などによるご自宅への訪問ケア

その他

無回答

元気高齢者(N=217)
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 元気高齢者が介護が必要となった場合に介護を受けたい場所について、「できるかぎり自宅に住

みながら介護保険サービスを受けて生活したい」が 46.1％となっています。 

 居宅要介護・要支援認定者の施設等への入所（入居）希望について、「希望しない（可能なかぎり

自宅で生活したい）」が 49.4％となっています。 

 元気高齢者、居宅要介護・要支援認定者ともに半数近くが、在宅での生活や介護を希望していま

す。 

■介護が必要となった場合に介護を受けたい場所 

 

 

 

 

 

 

 

■施設等への入所（入居）希望の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 元気高齢者が在宅医療や介護を受けることになった場合、特に心配に思うことについて、「自宅

に訪問してくれる医師・看護師等の体制」が 46.5％と最も高く、次いで「自宅で受けることができ

る医療の内容」が 40.6％、「急に病状が変わった時の対応」が 36.4％となっています。 

■在宅医療や介護を受けることになった場合、特に心配に思うこと ※上位５位 

 

 

 

  

22.5 49.4 16.5 11.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

居宅要支援・要介護認定者(N=249)

希望する 希望しない（可能なかぎり自宅で生活したい） わからない 無回答

46.1 10.6 41.9 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

元気高齢者(N=217)

できるかぎり自宅に住みながら介護保険サービスを受けて生活したい

自宅以外の「介護施設」や「高齢者向けの住まい」に入所（入居）して生活したい

今のところ、よくわからない

無回答

46.1 10.6 41.9 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

元気高齢者(N=217)

できるかぎり自宅に住みながら介護保険サービスを受けて生活したい

自宅以外の「介護施設」や「高齢者向けの住まい」に入所（入居）して生活したい

今のところ、よくわからない

無回答

46.5 

40.6 

36.4 

35.5 

34.6 

0% 20% 40% 60%

自宅に訪問してくれる医師・看護師等の体制

自宅で受けることができる医療の内容

急に病状が変わった時の対応

介護してくれる家族の精神的・身体的負担の有無

自宅で受けることができる介護サービスの内容

元気高齢者(N=217)
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（３）地域包括支援センターについて 

 地域包括支援センターの認知状況について、『知らない』（「ほとんど知らない」と「全く知らな

い」を合わせた割合）が元気高齢者で 63.6％、居宅要介護・要支援認定者で 55.8％となっていま

す。 

高齢者にとって最も身近なサービスの拠点である地域包括支援センターの周知を進めていく必

要があります。 

■地域包括支援センターの認知状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今後、地域包括支援センターに力を入れてほしい事業について、元気高齢者で「事業内容の周知」

が 38.2％、居宅要介護・要支援認定者で「高齢者の一般的な相談」が 32.1％と、それぞれ最も高く

なっています。 

■地域包括支援センターに力を入れてほしい事業 ※上位５位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1.4 

28.1 40.6 23.0 6.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

元気高齢者(N=217)

よく知っている ある程度知っている ほとんど知らない

全く知らない 無回答
6.8 32.5 35.7 20.1 4.8 居宅要支援・要介護認定者(N=249)

よく知っている ある程度知っている ほとんど知らない

全く知らない 無回答

38.2 

26.7 

25.8 

24.0 

11.1 

0% 20% 40% 60%

事業内容の周知

病院や施設の入退院（所）

に関する相談

高齢者の一般的な相談

高齢者宅への訪問等による

実態把握

認知症の相談

元気高齢者(N=217)

32.1 

23.7 

22.5 

20.5 

14.9 

0% 20% 40% 60%

高齢者の一般的な相談

病院や施設の入退院（所）

に関する相談

高齢者宅への訪問等による

実態把握

事業内容の周知

認知症の相談

居宅要支援・要介護認定者

(N=249)
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（４）社会参加や地域活動について 

 地域住民が主体となって行う地域づくりの活動への参加意向について、参加者としての参加意向

（「是非参加したい」と「参加してもよい」を合わせた割合）は 52.0％、企画・運営（お世話役）

としての参加意向は 34.1％となっています。 

■地域住民が主体となって行う地域づくりの活動への参加意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 居宅要介護・要支援認定者が日常生活上の支援が必要になったとき、地域の人にしてほしい支援

について、「急病など緊急時の手助け」が 39.4％と最も高く、次いで「災害時の手助け」が 36.5％、

「外出の際の移動手段」が 35.3％となっています。 

一方で、となり近所に、高齢や病気・障がい等で困っている家庭がある場合、元気高齢者ができ

る支援について、「急病など緊急時の手助け」が 35.0％と最も高く、次いで「災害時の手助け」が

30.4％、「ごみ出し」が 29.0％となっています。 

■地域の人にしてほしい日常生活上の支援 ※上位５位        ■自分ができる支援 ※上位５位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4.1 47.9 29.0 11.1 7.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【参加者として】

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない

既に参加している 無回答2.8 

31.3 48.4 6.9 10.6 【企画・運営（お世話役）として】

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない

既に参加している 無回答

元気高齢者（N=217） 

35.0 

30.4 

29.0 

28.6 

26.3 

0% 25% 50%

急病など緊急時の手助け

災害時の手助け

ごみ出し

外出の際の移動手段

買い物

元気高齢者（N=217）

39.4

36.5

35.3

34.9

32.1

0% 25% 50%

急病など緊急時の手助け

災害時の手助け

外出の際の移動手段

雪かき

ごみ出し

居宅要支援・要介護認定者

（N=249）
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（５）認知症支援について 

元気高齢者の認知機能について、リスク判定該当者（認知機能の低下がみられる高齢者）は 52.1％

となっています。また、認知症に関する相談窓口について、「はい（知っている）」が 15.7％、「い

いえ（知らない）」が 71.0％となっており、今後更に相談窓口の周知を進めていく必要があります。 

■認知機能リスク判定該当者 

 
 
 

 
 

■認知症に関する相談窓口の認知状況 

 

 

 

 

 
 

 元気高齢者の認知症サポーター養成講座への参加意向について、「近くであれば参加したい」が

48.4％と最も高く、次いで「参加したいとは思わない（できない）」が 29.5％となっています。 

引き続き、認知症サポーター養成講座を開催し、認知症に関する正しい知識や情報を普及してい

く必要があります。 

■認知症サポーター養成講座への参加意向 

 

 

 

 

 

 

  

52.1 39.6 8.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

元気高齢者(N=217)

該当者 非該当者 無回答

4.1 48.4 29.5 5.5 12.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

元気高齢者(N=217)

ぜひ参加したい 近くであれば参加したい

参加したいとは思わない（できない） すでに参加したことがある

無回答

15.7 71.0 13.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

元気高齢者(N=217)

はい（知っている） いいえ（知らない） 無回答
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 元気高齢者が健康について知りたいことについて、「認知症の予防について」が 51.6％と最も高

くなっています。 

また、居宅要介護・要支援認定者の介護者が不安に感じる介護について「認知症への対応」が

34.2％と最も高くなっています。 

■健康について知りたいこと ※上位５位                ■不安に感じる介護 ※上位５位 
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第３章 計画の基本理念・基本目標 
 

１ 計画の基本理念 

令和７年（2025）年、更には令和 22年（2040）年に向け、高齢者が可能な限り自立して生活して

いくためには、地域を基盤とした支援が必要です。 

本村では、これまで「健やかに生きいき暮らせる村」を計画の基本理念として掲げ、住み慣れた

家庭や地域で、安心して暮らし続けることができる地域包括ケアシステムの構築に取り組んできま

した。 

今後は、地域包括ケアシステムの深化とともに、地域に住むすべての人たちがそれぞれ役割を持

ち、つながり、支え合いながら、生きいきと暮らすことのできる「地域共生社会」の実現が必要で

す。これらを踏まえ、本計画においては以下のとおり基本理念を掲げます。 

 

 

  

健やかに生きいき暮らせる村 
～自分らしさとつながりを大切にした共生社会の実現～ 

基本理念 
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２ 計画の基本目標 

 令和７（2025）年及び令和 22（2040）年を見据えた課題に対応するため、以下の４つの基本目標

のもと、各種施策を推進します。 

基本目標１ 健康づくりと生きがい対策の推進 

 高齢者が健康で自立した生活を営むためには、要介護状態になることをできる限り予防すること

が重要です。また、生活機能の維持だけでなく、生きがいを持ち心身ともに健康であることも重要

です。早期からの健康づくりの推進や介護予防事業の充実を図るとともに、高齢者が趣味やこれま

でに培った技能を活かして地域とつながり、活躍できる場を提供し、生きがいづくりを推進します。 

 

基本目標２ 関係機関の連携と地域で支え合う体制づくり 

 高齢者が生涯住み慣れた地域で安心して暮らすために、地域包括ケアシステムの中核を担う地域

包括支援センターの機能強化をはじめ、介護予防の充実、在宅医療と介護の連携強化を図ります。 

 また、今後認知症高齢者やひとり暮らし高齢者の増加、老老介護の増加が予測されるため、総合

的な認知症施策の推進、生活支援体制の整備、権利擁護支援体制の充実、家族介護者への支援など、

地域で支え合う体制づくりを推進します。 

 

基本目標３ 安心な老後生活の支援 

 高齢者が安心して在宅生活を続けられるよう、日常生活の基盤となる生活環境や住まいの整備、

災害や感染症対策等を推進します。 

 また、ひとり暮らし高齢者や寝たきり等の高齢者が安心して暮らせるよう、村が主体となり、在

宅福祉サービスの充実を図ります。 

 

基本目標４ 介護保険制度の円滑な運営 

 高齢者が要介護状態になっても、可能な限り地域において在宅生活が継続できるよう、介護が必

要な高齢者等に対し、自立支援を基本とした介護サービスを適切に提供するとともに、介護保険制

度の円滑な運営に努めます。また、介護人材の確保に向けて支援を行います。 
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３ 施策の体系 

基本理念  基本目標  施策の方向 
      

 
 

 
 

健
や
か
に
生
き
い
き
暮
ら
せ
る
村 

 
 

 
 

 
 

～
自
分
ら
し
さ
と
つ
な
が
り
を
大
切
に
し
た
共
生
社
会
の
実
現
～ 

   

１ 
健康づくりと 

生きがい対策の推進 

  
（１）健康づくりの推進  

    
（２）介護予防サービスの推進     

    
（３）生きがいづくりと社会参加の促進  

     

  

２ 
関係機関の連携と 

地域で支え合う 

体制づくり 

  
（１）地域包括支援センターの機能強化 

  

    
（２）在宅医療と介護の連携強化 

  

    
（３）生活支援体制の充実 

  

    
（４）認知症対策の充実 

    

    
（５）権利擁護・成年後見制度の支援体制の充実 

  

    
（６）家族の心のケアの充実 

  
     

  

３ 
安心な 

老後生活の支援 

  
（１）在宅生活の支援の充実 

  

    
（２）高齢者の住まい・環境の整備 

  

    
（３）移動・公共交通の整備 

  

    
（４）災害・感染症対策の推進 

  
     

  
４ 

介護保険制度の 

円滑な運営 

  
（１）介護給付の適正化 

  

    
（２）介護人材の確保 
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第４章 第８期における施策の方向性 

基本目標１ 健康づくりと生きがい対策の推進 

（１）健康づくりの推進 

現状と課題 

〇高齢者の虚弱（フレイル）は、要介護状態に至る前段階であり、身体面や精神面、社会的な関

わりなどにおいて多面的な問題を抱えやすく、健康障害を招きやすいハイリスク状態を指しま

す。フレイル予防に向けては、様々な側面からの健康づくり、介護予防活動が必要です。 

〇高齢者等実態調査によれば、足腰などの痛みを理由に外出を控えている高齢者が最も多くなっ

ています。健康状態の悪化が閉じこもり等にもつながるため、日頃から身近な場所で気軽に参

加できる健康づくりの場を提供することが必要です。 

〇高齢者等実態調査によれば、フレイルという言葉について聞いたこともない高齢者が約７割と

なっており、周知が課題となっています。 

 

今後の方向性 

 高齢者がいつまでも生きいきと元気に暮らすことができるよう、健康づくりに対する意識を高

める情報発信や身近な地域で気軽に参加できる魅力的な事業を行います。 

 

具体的な取組み 
 

No 取組み 内容 

１ 健康情報の提供 
〇食生活や運動をはじめ、健康づくりのための生活習慣の重要性につ

いて、広報紙やパンフレット等により発信します。 

２ 生活習慣病予防対策 
〇生活習慣病の予防や介護予防のため、特定健康診査・循環器検診や

各種がん検診の定期的な受診を促進します。 

３ 健康教室の充実 

〇高齢者が、自らの健康づくりに必要な知識を身につけることができ

るよう、出前講座等を利用し、健康教育を受けやすい環境を整備し

ます。 

４ 
口腔ケアを通じた健康
づくりの推奨 

〇歯・口腔の健康について正しい知識の普及啓発を行います。 

〇適切な歯科健診・指導を受けられるよう、関係機関と連携して実施

します。 

  



29 

 

No 取組み 内容 

５ 
保健事業と一体的に行
う介護予防の実施 

〇医療・介護に関するデータ分析に基づいた事業計画の策定と個別指

導を行います。 

〇通所または訪問事業所、地域ケア会議、住民運営の通いの場等へ、

リハビリテーション専門職や歯科衛生士、看護師、介護福祉士等の

派遣を行います。 

６ 
生涯スポーツの場の提
供 

〇関係機関・団体、特にスポーツ推進委員、ＮＰＯ法人南箕輪わくわ

くクラブにおいて、スポーツ教室の開催や大会・イベントの継続と

内容の充実を図ります。 

〇高齢者がクラブ運営に携わったり、指導者として活躍したりできる

環境を整備します。 

 

指標 
 

指標項目 現状値 
目標値 

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

健康教室開催回数（回） 14 15 15 15 
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（２）介護予防サービスの推進 

現状と課題 

〇本村では、要支援・要介護認定者において近年軽度者の割合が増加しており、今後これらの人

ができる限り重度化しないよう、介護予防の取組みが求められます。 

〇本村では、一般介護予防事業として「ゆったり水中教室」、「げんきあっぷクラブ」、「ゆうゆう

トレーニング教室」などを実施していますが、近年、参加者が減少傾向にあります。 

〇高齢者等実態調査によれば、今後参加してみたい介護予防事業について「運動機能向上のため

の教室」が約３割と最も多い回答となりましたが、一方で約４割が「参加してみたいことは特

にない」と回答しており、魅力的な内容へ見直していく必要があります。 

 

今後の方向性 

要介護状態になることを防ぎ、また要介護状態になっても更に悪化していくことを防ぐため、

介護予防・日常生活支援総合事業を実施します。 

 

具体的な取組み 
 

No 取組み 内容 

１ ゆったり水中教室 
〇大芝の湯に併設した「ふれあいプラザ」にて、水中運動による介護

予防教室を実施します。 

２ げんきあっぷクラブ 

〇社会福祉協議会に委託し、身近な地域で楽しく集う場として各地区

公民館等で運動指導、口腔機能や栄養に関する講義やレクリエーシ

ョンを実施します。 

〇会場以外でも取り組めるように、自宅でできる運動メニューを提案

します。 

３ 
ゆうゆうトレーニング教
室 

〇げんきあっぷクラブの会場まで自力で行くことが困難な人を対象

に、社会福祉協議会に委託し、送迎付きの介護予防教室を実施しま

す。 

４ 出前講座の開催 

〇各地区社会福祉協議会や老人クラブ、健康部等からの要請を受け、

介護予防の観点で運動指導や口腔ケア、認知症予防等の講習を実施

します。 

５ 
地域リハビリテーション
活動支援事業 

〇地域における介護予防の取組みを強化するため、通所及び訪問事業

所、地域ケア会議、住民運営の通いの場等へ、リハビリテーション

専門職や歯科衛生士等の派遣を行います。 

６ 
介護予防リーダーの育
成 

〇全身体操や口腔体操などの介護予防に関する講座を行い、住民主体

のサロン等の場で指導できる人材を育成します。 
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No 取組み 内容 

７ 訪問型サービス 

〇要支援者等が要介護状態になることを予防するため、村の指定を受

けた事業所からホームヘルパー等が利用者宅を訪問し、介護予防ケ

アプランに基づき必要な支援を行います。 

８ 通所型サービス 

〇要支援者等が要介護状態になることを予防するため、村の指定を受

けたデイサービスセンター、宅老所及び住民主体の通いの場で、介

護予防ケアプランに基づき必要な支援を行います。 

９ 
介護予防ケアマネジメ
ント 

〇要支援者等の状況に基づき介護予防生活支援サービス事業や一般

介護予防事業をはじめ、民間サービスや住民主体の活動、本人のセ

ルフケアも含めた介護予防サービスが包括的かつ効率的に提供さ

れるよう、必要な援助を行います。 

〇地域包括支援センター内での職員教育、ケアマネ事業所への指導、

担当者会議の場でのケアマネジャーへのアドバイスを通じて、ケア

プランの質の向上を図ります。 

10 

住民主体の通いの場
等への支援（交流サロ
ン事業補助金） 

○介護予防に効果的な通いの場等の取組みを行う住民組織に対し、補

助金を交付することで地域の介護予防の推進を図ります。 

 

指標 
 

指標項目 現状値 
目標値 

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

ゆったり水中教室参加者数（延べ人数） 161 170 180 200 

げんきあっぷクラブ参加者数（延べ人数） 1,770 2,000 2,000 2,500 

ゆうゆうトレーニング教室参加者数（延べ人数） 200 230 250 250 

出前講座開催回数（回） 0 5 5 5 

交流サロン事業補助金交付団体数（件） 5 6 7 8 
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（３）生きがいづくりと社会参加の促進 

現状と課題 

〇老人クラブ加入者数は年々減少傾向にあります。現在活動しているクラブでは名称を変更し、

「老人クラブ＝高齢者の団体」というイメージを変えるなど、加入しやすい雰囲気づくりに努

めています。 

〇高齢者等実態調査によれば、週１回以上参加する地域活動の中で、収入のある仕事への参加者

が最も多くなっています。65 歳から 69 歳の元気高齢者の約４割が、何らかの収入のある仕事

をしており、今後も就労等を支援するための取組みの充実が求められます。 

〇性別、年齢、地域によって参加の場や頻度が異なるため、高齢者全体の社会参加を促進するに

は、それぞれの実情やニーズに合ったアプローチが求められます。 

 

今後の方向性 

 高齢者の生きがいづくりや社会参加による心と体の健康づくりに向けて、高齢者が長年培って

きた知識や経験を活せる社会参加を支援します。また、生涯学習、老人クラブ等を通じて高齢者

が心豊かに充実した生活を送れるよう支援します。 

 

具体的な取組み 
 

No 取組み 内容 

１ 老人クラブ活動の推進 

〇高齢者の健康増進、教養の向上、レクリエーション、社会奉仕活動

等を積極的に行う老人クラブ及び老人クラブ連合会に対し、活動費

の一部を補助します。 

〇老人クラブ加入者が増えるよう、イメージアップに努めます。 

２ 
高齢者福祉施設の充
実 

〇高齢者や障がい者の活動拠点である松寿荘周辺の福祉ゾーンを中

心に、介護予防・生きがい活動・交流の場の整備に努めます。 

３ 世代間交流事業 

〇保育園児や小中学校の児童・生徒など、世代を超えて交流すること

により、地域の伝統の伝承や心のふれあいなど交流の機会を図りま

す。 

４ 生涯学習活動の支援 
〇村の生涯学習計画に基づき関係機関と連携を図りながら、公民館活

動等の充実を図ります。 

５ 敬老祝金等の支給 
〇長年村のために尽くしてきた高齢者に、長寿を祝して敬老祝金等を

贈呈します。 

６ 地区社協の育成支援 
〇地区ごとの実情に合わせた高齢者の生きがいと介護予防の推進の

ため、引き続き、地区社協活動を支援します。 
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No 取組み 内容 

７ 
シルバー人材センター
への支援 

〇就業への意欲を持ち続けている高齢者の経験や技術を活かせるよ

う、村のシルバー人材センターや伊那広域シルバー人材センターへ

の活動費の助成、役場の各事業の委託など、活動を支援します。 

〇シルバー人材センターの周知を行い、加入者数の増加を図ります。 

８ 就労支援の充実 

○就労支援を実施する機関との連携を図りながら、それらの活用を促

します。 

〇就労的活動支援コーディネーター（就労的活動支援員）の設置につ

いて検討します。 

 

指標 
 

指標項目 現状値 
目標値 

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

老人クラブ加入者数（人） 226 226 226 226 

敬老祝金等の支給件数（件） 210 215 220 225 

地区社協数（グループ） 11 11 11 11 
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基本目標２ 関係機関の連携と地域で支え合う体制づくり 

（１）地域包括支援センターの機能強化 

現状と課題 

〇地域包括支援センターは、高齢者の健康や福祉に関する相談の受付やの生きがいづくりの支援

を行い、地域での医療・介護・福祉の連携の核となるなど、地域支援の拠点、相談窓口として

の役割を担っています。 

〇本村では地域包括ケアシステムの中核機関として、地域包括支援センターを村の直営で１か所

設置しています。 

〇高齢者等実態調査によれば、地域包括支援センターの認知状況について元気高齢者の約６割が

『知らない』と回答しており、周知が課題となっています。 

 

今後の方向性 

 地域包括ケアシステムの深化に向け、その中核的な役割を担う地域包括支援センターの職員体

制の充実を図り、関係機関との連携、総合相談業務、地域支援事業、介護予防マネジメント等を

行うための体制整備と機能強化に努めます。 

 

具体的な取組み 
 

No 取組み 内容 

１ 
地域包括支援センター
の広報の強化 

〇地域包括ケアシステム等に関する情報を広報紙に掲載するなど、地

域包括支援センターの周知を図ります。 

２ 職員体制の充実 

〇保健師、社会福祉士、主任ケアマネジャーの３職種について、業務

量に応じた人員を確保し、地域に根差したきめ細やかな対応を行い

ます。 

３ 

自立支援、重度化防止
に向けた事業所支援、
ケアマネジメント支援 

○ケアマネジャーのケアプラン作成や支援困難事例についての相談、

助言を行います。 

○居宅介護事業所、村内の介護保険サービス事業所を対象とした研修

会や、医療機関、民生委員、地域における様々な関係者を交えた連

携会議を開催します。 

４ 
総合相談支援、権利擁
護業務の強化 

〇地域において安心できる中心拠点としての役割を果たすため、重層

的相談支援体制の整備に向けて、関係機関との連携のもと、様々な

相談内容について総合的に相談できる体制をつくります。 

○虐待など緊急を要する事例には迅速に対応し、適切な行政判断につ

なげます。 
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No 取組み 内容 

５ 地域ケア会議の実施 

○地域包括支援センターが中心となり、多職種共同によるネットワー

クの構築、またそれを活用した個別事例の検討、地域課題の検討、

政策への反映に向けた議論をするため、地域ケア会議を定期的に開

催します。 

 

指標 
 

指標項目 現状値 
目標値 

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

地域包括支援センターへの延べ相談件数（件） 1,000 1,000 1,100 1,200 

個別事例の地域ケア会議開催回数（回） 1 3 5 7 
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（２）在宅医療と介護の連携強化 

現状と課題 

〇高齢者を取り巻く社会問題が複雑化する中、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けるためには、

医療、介護、福祉等の専門職が連携し、包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提供することが

重要です。 

〇高齢者等実態調査によれば、在宅医療や介護を受けることになった場合、特に心配に思うこと

について、「自宅に訪問してくれる医師・看護師等の体制」「自宅で受けることができる医療の

内容」がそれぞれ４割を超えています。 

〇高齢者等実態調査によれば、元気高齢者の約８割が人生の終末期を自宅で迎えたいと回答して

いますが、在宅死亡率（見える化システムより）では本村は上伊那管内で低い数値となってい

ます。 

〇上伊那地域は県内の他地域と比較して、対人口あたりの医師数が少ない状況にあります。また、

本村においては、訪問看護ステーションや訪問リハビリ事業所といった医療系の介護事業所が

ないため、村内外の関係機関との連携が重要です。 

〇上伊那広域連合が行う連携会議において入退院時の連携ルールを作成し、運用しています。 

 

今後の方向性 

 住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、在宅医療と介

護サービスを一体的に提供する体制の構築を推進します。また、住民に在宅医療・介護について

の啓発を行い、地域全体で意識醸成を行います。 

 

具体的な取組み 
 

No 取組み 内容 

１ 
地域住民への普及・啓
発と相談体制の整備 

〇出前講座や広報紙等を通じて、かかりつけ医・かかりつけ薬局を持

つこと、在宅医療・終末期医療、介護予防等に関する知識などの普

及・啓発を図ります。 

〇住民からの相談に適切に対応できるよう、研修等を通じて職員のレ

ベルアップに努めます。 

２ 

広域的に行う連携会議
への参加と協議事項の
実施 

〇上伊那広域連合が行う連携会議に参加し、医療・介護関係者の情報

共有及び関係する団体等と円滑な連携を図ります。 

〇連携会議での協議事項を実施し、本村の高齢者福祉施策への反映に

努めます。 

３ 

医療・介護関係者との
連携会議の開催と、実
効性のある施策の実
施 

〇医療・介護関係者を対象とした連携体制構築のための会議を開催

し、在宅医療・介護連携の課題の抽出と解決策について協議を行い

ます。 
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No 取組み 内容 

４ 
医療・介護関係者の研
修会の実施 

〇人生の最終段階における医療処置や在宅ケアの対処方法、多職種連

携等に関する医療・介護に関する研修会を実施します。 

５ 
医療・介護関係者の情
報共有 

〇上伊那地域で運用している入退院時連携ルールの評価、改善を行う

ほか、情報共有ツールの導入については他市町村の動向を鑑み、検

討していきます。 

 

指標 
 

指標項目 現状値 
目標値 

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

医療・介護関係者との連携会議の開催回数（回） 1 1 1 1 

医療・介護関係者の研修会の実施回数（回） 1 1 1 1 
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（３）生活支援体制の充実 

現状と課題 

〇高齢者が抱える課題の多くは、様々な要素が混在しており、公的サービスやボランティアだけ

では十分に解決されないことがあります。地域では、そうした課題を友人やご近所等の自然な

お付き合いの中で解決し合って生活していることも多くあります。 

〇本村では、こうした地域での生活の特性を踏まえ、サービスという形だけではなく「自然な生

活の中にある支え合い」の充実について特に重点的に推進しています。また、地区社協をはじ

め住民有志等による組織的な活動も支援し、「支え合いの地域づくり」を推進しています。 

〇高齢者等実態調査によれば、元気高齢者のうち約５割が地域づくり等の活動へ参加者として参

加したいと回答していますが、既に社会参加や地域活動へ参加していると回答した元気高齢者

は約１割となっています。 

 

今後の方向性 

 高齢単身世帯や高齢者のみの世帯が増加する中、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続

けるため、多様な関係主体と連携・協力し、生活支援の充実を図ります。 

 

具体的な取組み 
 

No 取組み 内容 

１ 

地域支え合い推進員
（生活支援コーディネー
ター）の設置、活動促
進 

〇生活の中の支え合いの場の訪問・評価や組織的な活動の立ち上げ・

運営支援、地域資源のネットワーク化などを行う「地域支え合い推

進員（生活支援コーディネーター）」を育成し、住民同士による支

え合いの地域づくりの取組みをサポートします。 

２ 
地域の資源開発とネッ
トワークづくりの推進 

〇地域の多様な主体の参加のもと、地域の課題を共有して課題解決に

向けた検討を行う協議の場を設け、新たな地域資源の開発や既存の

社会資源のネットワーク化を促進させることにより、地域包括ケア

システムの構築につなげます。 

３ 
地域住民同士の話し合
いの場の開催 

〇支え合いの理念を普及・啓発し、地域の中でお互いにつながり、気

にかけ合うことを促進させるため、地域住民同士の話し合いの場と

して、地域懇談会を地区ごとに開催します。 

４ 

住民主体の活動の立
ち上げや運営に役立
つ、担い手講座の実施 

〇支え合いの実践者、組織的な活動の担い手の発掘、育成のための実

践的な講座を実施します。また、必要に応じて、講座終了後も受講

生への支援を行い、継続した担い手の育成を行います。 

５ 
地域で行われている支
え合いの評価 

〇日頃の生活の中にあって見えにくい「支え合い」の取組みを取材し、

評価し感謝を伝えることで取組みの継続と発展につなげます。 

  



39 

 

No 取組み 内容 

６ 
支え合い事例や組織
的な活動事例の広報 

〇日常生活の支え合い事例や、実践者による活動事例の発表会を開催

します。また、広報紙等の媒体を通じて住民主体の活動の周知を図

ります。活動の価値を評価し、広めていくことで地域力を引き出し、

支え合いの普及、継承につなげていきます。 

７ 
まっくん生活支え愛ボ
ランティアの充実 

〇生活の中の支え合いを補完・再構築する事業として、高齢者の日常

の困り事を住民相互に助け合う「まっくん生活支え愛事業」を実施

します。 

８ 
地域福祉ネットワーク
の形成 

〇住民の福祉に関する理解と関心を深め、地域福祉体制を強化するた

めに、社会福祉協議会、村、地域包括支援センター、民生児童委員

協議会、ボランティア運営委員会、地区社協やＮＰＯ法人等との連

携により、地域福祉ネットワークの形成を図ります。 

 

指標 
 

指標項目 現状値 
目標値 

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

地域懇談会実施回数（回） 10 12 12 12 

実践的担い手講座参加者数（人） 25 30 30 30 

実践事例発表会参加者数（人） 0 30 40 50 
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（４）認知症対策の充実 

現状と課題 

〇後期高齢者の増加に伴い、今後も認知症高齢者の増加が見込まれるため、認知症の発症を遅ら

せるとともに、早期に発見、対応できる体制の整備が課題となります。 

〇本村では、小中学生を対象とした若い世代のサポーターの養成を推進しています。 

〇平成 29（2017）年に認知症初期集中支援チームを設置しましたが、実際の対応ケースが少ない

状況にあり、より効果的な活動に向けて検証が必要です。 

〇高齢者等実態調査によれば、本村では、元気高齢者では約５割、要介護・要支援認定者では約

７割に認知機能の低下がみられ、今後より一層認知症施策への取組みが求められます。また、

認知症に関する窓口について知らない元気高齢者が約７割となっており、周知が課題となって

います。 

〇村内には住民主体型のサロンが複数立ち上がっており、認知症カフェ的な利用もされています

が、専門職が常駐するサロンは 1か所だけです。 

 

今後の方向性 

住民が、認知症を正しく理解し、高齢者を見守ることができるよう、知識の普及や認知症サポ

ーターの養成・活動支援、家族支援、認知症予防の取組みに努めます。また、認知症を早期に診

断し、適切な医療等のサービスを受けられるよう、認知症ケアパスの普及、認知症地域支援推進

員や認知症初期集中支援チームの活動を推進します。 

専門職が常駐し、認知症の人やその家族が気軽に参加できるサロンを増やすため、「（３）生活

支援体制の充実」の関連事業と連携して進めていきます。 

 

具体的な取組み 
 

No 取組み 内容 

１ 認知症講演会の開催 

〇多くの住民に認知症の知識を普及し、認知症の人を温かく支援でき

る地域づくりを目指し、広く住民に向けた認知症講演会を開催しま

す。 

２ 
認知症サポーターの養
成 

〇認知症に対する正しい知識の普及・啓発に向けて、企業や小中学校、

地域コミュニティ等と連携し、幅広い世代の認知症サポーターを養

成し、認知症の人を温かく支援できる地域づくりを推進します。 

〇チームオレンジの体制づくりに向けた検討を進めます。 

３ 若年性認知症の啓発 

〇社会全体の理解を得るために、若年性認知症についての正しい知識

の普及を進めていくとともに、若年性認知症の早期発見・早期対応

へつなげていきます。 
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No 取組み 内容 

４ 
認知症初期集中支援
チームの活動の推進 

〇早期に対応するため、認知症初期集中支援チームの役割や機能につ

いて住民への周知を図ります。 

５ 認知症ケアパスの作成 

〇認知症と疑われる症状が発生した場合に、本人やその家族が、いつ、

どこで、どのような医療や介護サービスを受ければよいか理解でき

るよう、状態に応じた適切なサービスの流れを解りやすく示した図

表「認知症ケアパス」を作成し、住民、関係機関に配布します。 

６ 認知症カフェへの支援 

〇ボランティアや介護保険サービス事業所等の関係機関と連携して、

認知症カフェの拡充に向けて支援します。また、カフェの運営が円

滑に行われるよう支援します。 

〇住民や関係機関へ広く周知し、利用の促進を図ります。 

７ 見守り体制の整備 

〇新聞販売店や郵便局、警察など民間事業所や公的機関を含めた協力

機関との連携を図りながら、認知症高齢者を地域ぐるみで見守る体

制を構築します。 

８ 本人視点の反映 
〇日頃の個別事例対応では本人の意向を重視し、他の事業の企画にお

いても本人視点を反映させていきます。 

 

指標 
 

指標項目 現状値 
目標値 

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

認知症サポーター養成講座修了者数累計（人） 1,202 1,300 1,400 1,500 

認知症初期集中支援チームにおける対応件数（件） 1 2 3 4 
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（５）権利擁護・成年後見制度の支援体制の充実 

現状と課題 

〇養護者による高齢者虐待は年間 10 件程度発生しており、今後も増加していくことが懸念され

ます。 

〇成年後見制度に関する相談は年々増加していますが、住民や関係者に制度や利用が有効な対象

者像が十分に周知されておらず、利用が望ましいのに利用していない人が多くいます。 

〇健康福祉課と上伊那成年後見センターを地域連携の権利擁護推進の中核機関と位置づけ、広報、

相談・手続き支援、適切な候補者の選定支援、後見人等の支援・育成を行っています。 

〇地域の様々な関係者との連携を強化するため、南箕輪村権利擁護ネットワーク連携協議会を設

置し、顔の見える関係づくりや地域課題の解決、個別事例の適切な対応につなげています。 

〇広域的な取組みが必要なものは、上伊那８市町村や社協、専門職団体の代表、家庭裁判所等で

構成される権利擁護ネットワーク上伊那全体協議会で協議して取り組んでいます。 

 

今後の方向性 

 高齢者が尊厳を保持しながら、住み慣れた地域で安心して暮らしていくことができるよう、成

年後見制度の利用促進、高齢者虐待の未然防止、早期発見・早期対応及び再発防止を図り、高齢

者の権利を守り、適切に行使する取組みを進めます。 

 

具体的な取組み 
 

No 取組み 内容 

１ 
虐待防止・対応体制の
整備 

〇未然防止・早期発見に向けて、住民及び介護・福祉関係者への虐待

防止に関する意識の啓発に取組みます。また、南箕輪村権利擁護ネ

ットワーク連携協議会を活用して関係者と連携しながら早期に適

切な対応ができるよう、連携の円滑化を図ります。 

２ 
成年後見制度の利用
促進 

〇権利擁護支援が必要な人を早期発見できるよう、成年後見制度の利

用が有効な状態像を関係機関と共有します。また、制度の利用が望

ましい方が適切なタイミングで利用を検討できるよう、上伊那他市

町村とも協議しながら、権利擁護のニーズを把握するためのアセス

メントツールの活用を検討します。 

〇権利擁護ニーズの精査・支援方針の策定・後見人候補者の選定・チ

ームの支援・類型変更や後見人等の変更が適切にできるよう、必要

に応じて南箕輪村権利擁護ネットワーク連携協議会を開催し、事例

を通じて連携の円滑化を図ります。 

〇成年後見制度の担い手確保のため、引き続き、上伊那成年後見セン

ターに委託して、市民後見人及び法人後見受任機関の育成・支援を

行います。 
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No 取組み 内容 

３ 消費者被害の防止 
〇関係機関と連携して、消費者被害の未然防止と早期発見に向けた啓

発に努めます。 

４ 地域のつながりの強化 

〇日常生活の異変を速やかに相談機関や専門機関につなげるため、普

段からの近所付き合いや、組織的な支え合い活動への参加を促すた

めの取組みを推進します。 

〇住民の権利擁護意識を啓発するとともに、相談・通報窓口の周知に

努めます。 

５ 
適切な人材の確保と育
成 

〇専門的な知識や技術を有する人材の確保とともに、研修の企画・参

加など職員のスキルアップに取組みます。 

 

指標 
  

指標項目 現状値 
目標値 

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

権利擁護関係延べ相談件数（件） 20 25 30 35 

南箕輪村権利擁護ネットワーク連携協議会（部会、

事例検討会含む）の開催数（回） 
4 6 5 5 
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（６）家族の心のケアの充実 

現状と課題 

〇高齢者等実態調査によれば、介護者が不安に思う介護について、「認知症症状への対応」「夜間

の排泄」が多く挙げられています。本村では、介護者同士の交流や介護の学習会などを実施して

いますが、より一層の充実が求められます。 

〇主な介護者・介助者の年齢層は 60 歳代、70 歳代が最も多く、今後も老老介護の増加が予測さ

れます。 

 

今後の方向性 

 在宅で介護を行う家族等の負担軽減を図るため、介護者同士の交流機会の創出や経済的な支援

を行います。 

 

具体的な取組み 
 

No 取組み 内容 

１ 

介護者リフレッシュ交
流会、介護者のつどい
の実施 

〇自宅で家族を介護している人に対して、心身のリフレッシュや介護

者同士の交流、情報交換を目的に、昼食会や介護の学習会、施設等

の見学、その他レクリエーションの講座を実施する「リフレッシュ

交流会」や茶話会を行う「介護者のつどい」を実施します。 

２ 家族介護用品の支給 

〇要介護度４または５で、在宅高齢者を介護している住民税非課税世

帯の経済的な負担軽減を図るため、介護用品代（紙おむつ、尿取パ

ット、使い捨て手袋、ドライシャンプー代等）を支給します。 

３ 
ゆうゆうチケット交付事
業 

〇要介護３、４または５に認定された高齢者を在宅で介護している人

に、経済的負担の軽減と慰労のため、入浴、食事、買い物やタクシ

ー等の運賃に利用できる補助券を交付します。 

 

指標 
 

指標項目 現状値 
目標値 

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

介護者リフレッシュ交流会、介護者のつどい参加者

数（人） 
10 20 25 30 

家族介護用品の支給申請者数（人）  16 18 20 22 

ゆうゆうチケット交付件数（件） 16 18 20 22 
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基本目標３ 安心な老後生活の支援 

（１）在宅生活の支援の充実 

現状と課題 

○高齢者が住み慣れた地域で生活していくためには、介護保険サービス以外にも、高齢者への生

活支援が必要です。本村では、各種の高齢者福祉サービスの提供を通じて、ひとり暮らしや寝

たきり、認知症等により、日常生活を営む上で何らかの支援が必要とされる高齢者への支援を

行っています。 

〇高齢化に伴い支援を希望者する人が増加することが予想されるため、ボランティアの確保やサ

ービスの維持のための生活支援体制づくりが必要です。 

 

今後の方向性 

 高齢者が生きいきと地域で暮らせるために、生活支援サービス及び在宅福祉サービスを提供し

ます。また、必要な人に適切なサービスが提供できるよう、情報の提供やサービスの充実に努め

ます。 

 

具体的な取組み 
 

No 取組み 内容 

１ 
まっくん生活支え愛事
業（生活支援サービス） 

〇世帯員全員が援助を必要とする 75 歳以上のみの世帯等に対して、

有償ボランティアにより、ごみ出し、ごみの分別、買い物、除雪等

のサービスを提供します。 

２ 
高齢者ショートステイ援
助事業 

〇介護保険対象外の高齢者等に対し、養護老人ホーム、宅老所等を利

用して、生活習慣等の指導を行い、高齢者及び家族の福祉の向上を

図ります。 

３ 
配食サービス・給食サ
ービス 

〇ひとり暮らし高齢者または高齢者世帯等で、食事をつくることが困

難な世帯に、栄養バランスのとれた食事を提供するとともに、安否

の確認を行う目的で昼食時に弁当を配達します。 

〇必要な回数の食事を提供できるよう、民間の事業者の協力を得ると

ともに、事業者の紹介等も行います。 

〇在宅のひとり暮らし高齢者に対し、地域のボランティアが調理を行

った弁当を民生委員を通じて配付します。 

４ 
軽度生活支援事業（ホ
ールヘルプサービス） 

〇介護保険対象外の在宅のひとり暮らし高齢者の自立した生活の継

続を可能にするとともに、要介護状態への進行を防止するため、ホ

ームヘルパーが買い物、清掃、健康管理に関する助言等、日常生活

上の援助を行います。 

  



46 

 

No 取組み 内容 

５ 
ひとり暮らし高齢者の
安全確認事業 

〇民生委員は、日々の活動の中で高齢者等の世帯を訪問し見守りを行

うとともに、様々な相談に応じて適切なサービスを紹介し、関係部

署につなぎます。 

〇民生委員の協力のもと、ひとり暮らし高齢者登録台帳への登録を促

します。 

〇民生委員や関係部署と連携し、必要な人へ緊急通報装置及び救急医

療情報キットの設置を促します。 

６ 
日常生活用具貸出事
業 

〇介護保険福祉用具貸与対象外の高齢者で、心身の障がい及び疾病等

の理由により日常生活に支障のある人に対し、介護予防・自立支援

のため村所有の福祉用具を貸し出します。 

７ 
訪問理美容サービス助
成事業 

〇理美容院へ出向くことが困難な在宅の寝たきりや認知症の高齢者

に、衛生管理と介護者の経済的な負担を軽減するため、訪問理美容

サービスを受けた際に費用の一部を助成します。 

８ 
徘徊探索機導入費助
成事業 

〇徘徊のある高齢者の早期発見、安全確保、介護者の経済的負担の軽

減のため、徘徊探索機を導入する際に導入費用の一部を助成しま

す。 

９ 
認知症等見守り支援事
業 

〇認知症もしくは認知症の疑いがあり、一定の条件を満たす人に個人

賠償責任保険への加入費用の一部を助成します。 

10 介護慰労金の支給 
〇寝たきりや認知症の高齢者を介護している人に対し、精神的・経済

的な負担を軽減し慰労するため、介護慰労金を支給します。 

11 
介護サービス利用者負
担軽減事業 

〇在宅で介護される要介護認定者の経済的負担を軽減するため、１年

間に支払った介護サービス利用者負担額の一部を所得に応じて助

成します。 

12 

障害者控除対象者認
定書及びおむつ代の
医療費控除に係る確
認書の発行 

〇寝たきりや認知症で「知的障害者に準ずる人または寝たきり」の基

準に該当する要介護認定者に対して、障害者控除対象者認定書及び

おむつ代を医療費控除の対象とするための確認書を発行します。 

13 福祉入浴券の交付 
〇大芝の湯での入浴や、心身の慰労や交流を図るため、70歳以上の高

齢者及び障がい者を対象に福祉入浴券を交付します。 

14 
補聴器購入費用助成
事業 

〇聴力機能の低下のため日常生活に支障をきたしている軽度の難聴

者に対して、補聴器購入費用の一部を助成します。 
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指標 
 

指標項目 現状値 
目標値 

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

まっくん生活支え愛事業登録者数（人） 45 50 55 60 

まっくん生活支え愛事業派遣回数（回） 280 290 300 310 

高齢者ショートステイ援助事業利用者数（人) 1 1 2 2 

配食サービス利用者数（人） 55 60 65 70 

軽度生活支援事業利用者数（人） 2 3 3 4 

ひとり暮らし高齢者登録台帳登録者数（人） 100 105 110 115 

緊急通報装置の設置台数（台） 28 30 32 34 

救急医療情報キット配付世帯数（世帯） 90 95 100 105 

訪問理美容サービス助成事業利用者数（人） 6 8 10 12 

徘徊探索機導入費用助成事業利用者数（人） 0 1 1 2 

認知症等見守り支援事業登録者数（人） 3 6 9 12 

補聴器購入費用助成事業申請者数（人） 2 5 8 11 
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（２）高齢者の住まい・環境の整備 

現状と課題 

○高齢者の住まいは、自宅や介護保険の施設サービス以外にも様々なものがあります。家庭環境

や経済状況、支援の必要性など、高齢者一人ひとりの状況やニーズは多様であるため、幅広い

選択肢が必要です。 

〇第８期介護保険事業計画においては、サービス付き高齢者向け住宅、住宅型有料老人ホームが

多様な介護ニーズの受け皿となっている現状を受け、都道府県との連携をより強化する方向が

打ち出されています。 

 

今後の方向性 

高齢者をはじめ、すべての住民が住み慣れた地域で自立した生活を送れるよう、住みやすいむ

らづくりを推進します。また、多様な住まいの情報を提供し、高齢者が自分に合った住まいを選

ぶことができるよう支援します。 

 

具体的な取組み 
 

No 取組み 内容 

１ 
高齢者住宅改修支援
事業 

〇住宅の改修を希望する高齢者に対し、保健師、理学療法士等が居宅

を訪問し、相談、助言を行います。 

２ 
高齢者にやさしい住宅
改良促進事業 

〇おおむね 65 歳以上の高齢者等で村が必要と認めた人に対し、住宅

の改良工事費について、70万円を限度に補助します。 

３ 

居宅生活困難者への
支援（養護老人ホー
ム、軽費老人ホーム） 

〇居宅生活困難者の相談に応じるとともに、養護老人ホームへの入所

措置や、他施設の紹介等を行います。 

〇広域的な対応により、サービスを提供できる体制を整備していくと

ともに、必要に応じて村内への設置に向け、民間事業者や法人等へ

の働きかけを行います。 

４ 

有料老人ホーム、サー
ビス付き高齢者住宅の
情報把握、情報提供 

〇将来必要な介護サービス基盤の整備量の見込みを適切に定めるた

め、設置状況など必要な情報の把握を行います。 

〇近隣市町村の有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅等のパ

ンフレットを窓口に備え、相談に応じて情報提供を行います。 

〇サービスの質を確保するため、苦情や通報などに速やかに対応し、

必要に応じて長野県への情報提供を行います。 

５ 
上伊那圏域における施
設整備 

〇圏域内の市町村や県と連携・調整を図りながら、広域的な施設整備

を促進します。 
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No 取組み 内容 

６ 
公共施設・道路の施設
整備 

〇公共施設などの整備に際して、スロープや手すり、エレベーターの

整備を推進するほか、段差のない歩道や交通安全施設の整備など、

高齢者にやさしい地域環境づくりに努めます。 

 

指標 
 

指標項目 
現状値 目標値 

 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

養護老人ホーム入所者数（人） 9 10 11 12 

高齢者にやさしい住宅改良促進事業利用者数（人） 3 3 3 4 

有料老人ホーム・サービス付き高齢者住宅入居定員

総数（人） 
20 20 20 20 

上伊那圏域における介護老人福祉施設（広域）床数

（床） 
1,223 1,247 1,267 1,267 

上伊那圏域における介護老人福祉施設（地域密着

型）床数（床） 
194 194 223 223 
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（３）移動・公共交通の整備 

現状と課題 

〇買い物、通院など日常生活や社会参加において、移動・外出は欠かすことができないものです。 

〇本村では、巡回バス（まっくんバス）を運行し、平成 30（2018）年度以降 75 歳以上の高齢者

の運賃を無料にするなど、移動支援の充実を図ってきました。 

〇高齢者等実態調査によれば、元気高齢者のうち約７割が運転免許を所持しており、そのうち約

７割が免許の自主返納を考えていないと回答しています。また、外出する際の移動手段につい

て、元気高齢者では本人が運転する自動車、要介護・要支援認定者では人に乗せてもらう自動

車が最も多く挙げられました。近年、免許の返納推進といった動きもあるため、対応が必要で

す。 

〇高齢者等実態調査によれば、要介護・要支援認定者が利用している支援・サービスについて、

移送サービス（介護・福祉タクシー等）が最も多く挙げられました。 

 

今後の方向性 

 高齢者が安心して、気軽に外出できるよう、移動手段の確保など支援の充実に努めます。 

 

具体的な取組み 
 

No 取組み 内容 

１ 福祉移送サービス 

〇昼間、交通手段を持たない高齢者及び障がい者を対象とした無償の

福祉移送サービスを行います。車いす利用も可能で、買い物や病院、

福祉施設等への移動の際に利用できます。 

２ 
タクシー利用助成券の
支給 

〇75 歳以上の交通手段を持たない高齢者に、タクシー利用料金の一

部を助成します。 

３ 
特殊車両利用助成事
業 

〇世帯総所得が 500万円未満の人で、寝たきりなどでストレッチャー

車やリフト付車等の特殊車両を利用しなければ外出できない人が、

医療機関や福祉施設への移動のために特殊車両を利用した場合に、

その一部を助成します。 

４ 
村内巡回バス（まっくん
バス）の運行 

〇役場、公民館、大芝高原、高齢者福祉施設等や伊那中央病院等の公

共機関、箕輪町の大型商業施設への交通の利便を図るため、南箕輪

村巡回バス（まっくんバス）を運行します。 

５ 

伊那地域定住自立圏
路線バス（伊那本線）
の運行 

〇買い物や通院など、生活の結びつきが強い伊那市、箕輪町、南箕輪

村の３市町村で形成する圏域内における移動及び交流を促進する

ため、３市町村を結ぶ路線バス（伊那本線）を運行します。 
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指標 
 

指標項目 現状値 
目標値 

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

福祉移送サービス利用登録者数（人） 190 195 200 205 

タクシー利用助成事業申請者数（人） 142 152 162 172 
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（４）災害・感染症対策の推進 

現状と課題 

〇近年の災害発生状況や新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、こうした緊急時への対策の

重要性が高まっています。 

〇新型コロナウイルス感染症においては、感染によって高齢者が重症化しやすいことや介護施設

等においてクラスターが発生したことなどを背景に、全国的に介護・福祉事業のあり方等に変

化をもたらしました。事業所にとって、利用者や従業員に対する感染症対策を実施しながらサ

ービスを継続することは大きな負担となっており、正しい予防知識の普及や対策に係る支援が

求められます。 

 

今後の方向性 

 災害や感染症拡大などの緊急時に備え、関連計画と整合を図りながら体制強化に努めます。 

 

具体的な取組み 
 

No 取組み 内容 

１ 地域防災対策 

〇「長野県地域防災計画」及び「南箕輪村地域防災計画」に基づき、

自主防災組織、地域ボランティアの協力を得ながら、災害時住民支

え合いマップを更新します。また、集中豪雨や地震等の災害時等に

おいて避難に援助が必要な世帯の把握、避難援助確認方法を明確に

し、避難支援体制の整備を行っていきます。 

２ 感染症予防対策 

〇ウイルスの感染拡大防止策の周知啓発を進めるとともに、サービス

事業所への情報提供、研修会への参加を促します。 

〇村内事業所で感染症が発生した場合に備え、県や村ではマスクや

ガウン等の防護具の備蓄をします。  

〇感染症の拡大等によりサービス提供の継続が困難となった場合を

想定し、総合的な支援体制や代替事業等を検討します。 

〇村が行う通所型の介護予防事業が感染症により中止となった場合

は、自宅で行う体操メニュー等を郵送で指導する事業を実施しま

す。 

〇住民組織から、感染予防をしながら行う活動のあり方について相談

を受けていきます。 
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基本目標４ 介護保険制度の円滑な運営 

（１）介護給付の適正化 

現状と課題 

〇介護保険の信頼性を高め、持続可能な介護保険制度とするために、国の「介護給付適正化計画

に関する指針」に基づき、適正化における国の主要５事業（要介護認定の適正化、ケアプラン

点検、住宅改修等の点検、縦覧点検・医療情報との突合、介護給付費通知）を実施することが

重要です。 

〇本村では、ケアプランの点検など給付適正化に努めていますが、更なる充実を図る必要があり

ます。 

 

今後の方向性 

 介護保険事業の円滑かつ適正な運営と持続可能な制度の推進を図るため、公平・公正な認定の

ための体制を整備します。また、引き続きケアプランの点検及び給付状況の点検等を行います。 

 

具体的な取組み 
 

No 取組み 内容 

１ 要介護認定の適正化 

〇変更申請または更新認定に係る認定調査の内容について、村職員が

書面の審査を通じて点検します。 

〇認定調査員研修への参加のほか、介護認定審査会を設置している上

伊那広域連合と協力・連携を図ります。 

２ ケアプランの点検 

〇自立支援に資するケアマネジメントの実践に向け、適切なケアプラ

ンの作成を行い、チェックシートや自己点検シートを活用したケア

プラン点検を行います。 

〇介護支援専門員の資質向上のため講習会を開催します。 

３ 住宅改修等の点検 
〇内容が自立支援につながるものであるか、適正な内容となっている

かという視点から、住宅改修等を点検し適正化を図ります。 

４ 
縦覧点検・医療情報と
の突合 

〇国保連合会からの提供情報や介護給付適正化システムを活用し、点

検、突合作業を効率的に進めることで、請求誤りや二重請求等の早

期発見に努めます。 

５ 介護給付費通知 

〇国保連合会への委託により介護給付費通知を作成し、発送します。

通知の際は、説明文書等の同封等、受け取った受給者が通知内容を

理解できるようにするための工夫を行い、効果が上がる実施方法を

検討します。 
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No 取組み 内容 

６ 給付実績の活用 

〇国保連合会の適正化システムにおいて、被保険者や事業者ごとの給

付実績を通して把握できる範囲で、各種指標の偏りを基に不適切な

可能性のある事業者等を抽出し、保険者においてチェックを行い、

必要に応じて事業所に指導等を行います。 

 

 

指標 
 

指標項目 現状値 
目標値 

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

ケアプラン点検実施件数（件） 0 10 20 30 

介護支援専門員への講習会開催数（回） 0 1 1 1 
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（２）介護人材の確保 

現状と課題 

〇高齢化が進み、同時に生産年齢人口も減少する中、全国的に介護を担う人材の不足が課題とな

っています。 

〇今後も増大する介護需要に合わせ、介護人材の確保・定着・育成を総合的に推進していく必要

があります。 

〇現場では、身体的な負担や書類作成などの事務作業の多さも課題となっており、効率化等によ

る負担の軽減を図っていくことも求められています。 

 

今後の方向性 

文書削減など業務の効率化を図るとともに、住民に対して福祉・介護の魅力を発信し、理解促

進とイメージアップを図ることで、介護人材の確保・育成に努めます。 

 

具体的な取組み 
 

No 取組み 内容 

１ 事業所連絡会の開催 

〇介護人材の確保に向けた効果的な取組みを検討します。 

〇事業所の介護人材に関する状況を把握するとともに、各種制度の周

知や求人等の情報提供に努めます。 

２ 
多様な人材の参入・活
躍の促進 

〇「まっくん生活支え愛事業」を充実させ、地域の元気な高齢者によ

る日常生活の手伝いや介護専門職の仕事の支援など、インフォーマ

ルなサービスの充実を図ります。 

３ 
ＩＣＴやロボットの活用・
業務効率化の推進 

〇国や県等によるＩＣＴやロボット導入に関する制度の周知及び利

用促進を図ります。 

〇申請や指導関連文書の簡素化、標準化により文書量削減を図りま

す。 

 
  



56 

 

第５章 介護保険事業費と保険料 
 

１ 介護保険事業の目標数値の推計手順  

 地域包括ケア「見える化」システムの将来推計機能を用い、以下の手順によりサービス利用量、

介護保険料の算定を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第１号被保険者保険料額の設定 

総給付費をもとに標準給付費を推計、更に標準給付費に地域支援事業費を加え、調整交付金と介護

給付費準備基金の取崩額を加味して保険料基準額を算出 

この基準額に段階別で定めている「所得段階別加入割合」を乗じて保険料を設定 

推計した要支援・要介護認定者数から施設・居住系サービス利用者数を減じ、これにサービス受給率

を乗じて推計 

居宅介護サービス利用者数の推計 

介護老人福祉施設など施設サービス及び認知症対応型共同生活介護など居住系サービスの利用者

数を、現在の利用状況、施設等の整備予定等を参考に推計 

施設・居住系サービスの利用者数の推計 

総給付費の推計 

利用者数推計にサービス別・要介護度別の一人あたり給付額（実績からの推計）を乗じて推計 

要支援・要介護認定者数の推計 

性別、年齢別、要支援・要介護度別の認定率を基に、推計人口（第１号被保険者数・第２号被保険者

数）を乗じて推計 

第１号被保険者数、第２号被保険者数の推計 

令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの３か年と、令和７（2025）年度及び令和22（2040）年度

の被保険者数を推計 
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２ 被保険者数・要支援・要介護認定者数の推計  

（１）被保険者数 

 近年の人口の推移をベースに、令和 22（2040）年までの将来人口を推計し、第８期における被保

険者数を下表のとおり見込みました。 

■被保険者数の推計                                                                （人） 

区分 

第８期 長期推計 

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ７年度 Ｒ22年度 

(2021) (2022) (2023) (2025) (2040) 

人口総数 15,682 15,735 15,788 15,894 15,590 

被保険者数 8,804 8,906 9,032 9,106 9,354 

 40～64歳 5,080 5,152 5,250 5,266 4,875 

 65～74歳 1,764 1,726 1,686 1,610 1,942 

 75歳以上 1,960 2,028 2,096 2,230 2,537 

高齢化率(％) 23.7 23.9 24.0 24.2 28.7 

 

（２）要支援・要介護認定者数 

 近年の認定率の推移等を勘案し、要介護度別の認定者数及び認定率を下表のとおり見込みました。 

■要支援・要介護認定者数の推計                                                        （人） 

区分 

第８期 長期推計 

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ７年度 Ｒ22年度 

(2021) (2022) (2023) (2025) (2040) 

総数 521 535 545 563 751 

 

要支援１ 38 38 40 41 49 

要支援２ 47 48 49 48 66 

要介護１ 126 130 133 137 181 

 要介護２ 93 95 98 100 133 

 要介護３ 90 93 94 98 129 

 要介護４ 81 85 85 90 128 

 要介護５ 46 46 46 49 65 

認定率(％) 14.0 14.3 14.4 14.7 16.8 
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（３）施設・居宅系サービス利用者数 

 施設・居宅系サービス利用者数は、現在の利用状況や整備予定等を勘案し、下表のとおり見込み

ました。 

■施設・居宅系サービス利用者数の推計                                                   （人） 

区分 

第８期 長期推計 

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ７年度 Ｒ22年度 
(2021) (2022) (2023) (2025) (2040) 

居宅（介護予防）サービス      

 特定施設入居者生活介護 8 8 8 8 10 

地域密着型（介護予防）サービス      

 認知症対応型共同生活介護 14 14 14 15 20 

 地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 

 地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 29 29 29 34 47 

施設サービス      

 介護老人福祉施設 69 70 70 75 102 

 介護老人保健施設 33 33 35 41 55 

 介護医療院 0 0 0 2 2 

 介護療養型医療施設 2 2 2   
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３ サービス別利用者数・給付費の推計  

（１）介護予防給付費 

必要サービス量に基づいて算出した介護予防給付費は、下表のとおりです。 

■介護予防給付費の推計 

区分 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ７年度 Ｒ22年度 
(2021) (2022) (2023) (2025) (2040) 

介護予防サービス 

 

介護予防訪問入浴介護 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 
 回数（回） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
 人数（人） 0 0 0 0 0 
 

介護予防訪問看護 

給付費（千円） 1,365 1,365 1,365 1,365 1,971 
 回数（回） 22.6 22.6 22.6 22.6 32.0 
 人数（人） 7 7 7 7 10 
 

介護予防訪問リハビリテーション 

給付費（千円） 497 497 497 497 497 
 回数（回） 13.8 13.8 13.8 13.8 13.8 
 人数（人） 2 2 2 2 2 
 
介護予防居宅療養管理指導 

給付費（千円） 114 114 114 114 114 
 人数（人） 2 2 2 2 2 
 
介護予防通所リハビリテーション 

給付費（千円） 9,085 9,090 9,639 9,090 12,669 
 人数（人） 18 18 19 18 25 
 

介護予防短期入所生活介護 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 
 日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
 人数（人） 0 0 0 0 0 
 

介護予防短期入所療養介護（老健） 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 
 日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
 人数（人） 0 0 0 0 0 
 

介護予防短期入所療養介護（病院等） 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 
 日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
 人数（人） 0 0 0 0 0 
 
介護予防短期入所療養介護 

（介護医療院） 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 
 日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
 人数（人） 0 0 0 0 0 
 
介護予防福祉用具貸与 

給付費（千円） 4,339 4,412 4,479 4,545 5,913 
 人数（人） 61 62 63 64 83 
 
特定介護予防福祉用具購入費 

給付費（千円） 402 402 402 402 402 
 人数（人） 2 2 2 2 2  
 
介護予防住宅改修費 

給付費（千円） 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 
 人数（人） 2 2 2 2 2 
 
介護予防特定施設入居者生活介護 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 
 人数（人） 0 0 0 0 0 

地域密着型介護予防サービス 

 

介護予防認知症対応型通所介護 

給付費（千円） 903 904 904 904 904 
 日数（日） 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 
 人数（人） 1 1 1 1 1 
 
介護予防小規模多機能型居宅介護 

給付費（千円） 614 614 614 614 614 
 人数（人） 1 1 1 1 1 
 
介護予防認知症対応型共同生活介護 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 
 人数（人） 0 0 0 0 0 

介護予防支援 
給付費（千円） 3,406 3,461 3,571 3,576 4,703 
人数（人） 63 64 66 66 87 

合 計 【予防給付費】 給付費（千円） 21,969 22,103 22,829 22,351 29,031 
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（２）介護給付費 

必要サービス量に基づいて算出した介護給付費は、下表のとおりです。 

■介護給付費の推移 

区分 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ７年度 Ｒ22年度 
(2021) (2022) (2023) (2025) (2040) 

居宅介護サービス       

 

訪問介護 

給付費（千円） 42,823 47,255 47,859 44,114 58,586 
 回数（回） 1,246.9 1,387.9 1,404.8 1,307.6 1,744.8 
 人数（人） 52 57 58 55 73 
 

訪問入浴介護 

給付費（千円） 7,995 8,000 8,416 7,144 9,464 
 回数（回） 55.0 55.0 57.8 49.2 65.9 
 人数（人） 15 15 16 14 18 
 

訪問看護 

給付費（千円） 19,091 20,226 20,226 18,323 24,118 
 回数（回） 271.4 287.8 287.8 262.9 346.9 
 人数（人） 49 52 52 48 63 
 

訪問リハビリテーション 

給付費（千円） 4,942 5,667 5,902 5,450 7,395 
 回数（回） 144.5 165.7 172.6 159.5 216.3 
 人数（人） 15 17 18 17 23 
 
居宅療養管理指導 

給付費（千円） 6,782 7,073 7,482 7,265 9,832 
 人数（人） 55 57 60 57 77 
 

通所介護 

給付費（千円） 79,028 82,248 82,248 80,052 106,426 
 回数（回） 904.0 935.9 935.9 922.5 1,223.1 
 人数（人） 87 90 90 89 118 
 

通所リハビリテーション 

給付費（千円） 25,650 26,480 27,313 26,904 37,257 
 回数（回） 249.8 256.4 264.6 265.2 361.1 
 人数（人） 35 36 37 38 51 
 

短期入所生活介護 

給付費（千円） 35,741 37,617 37,617 37,410 53,092 
 日数（日） 330.7 347.5 347.5 347.6 486.2 
 人数（人） 39 41 41 41 56 
 

短期入所療養介護（老健） 

給付費（千円） 19,636 21,225 23,964 23,714 29,709 
 日数（日） 147.8 159.6 180.4 178.7 225.0 
 人数（人） 13 14 16 16 20 
 

短期入所療養介護（病院等） 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 
 日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
 人数（人） 0 0 0 0 0 
 

短期入所療養介護（介護医療院） 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 
 日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
 人数（人） 0 0 0 0 0 
 
福祉用具貸与 

給付費（千円） 30,052 31,803 32,412 31,070 40,862 
 人数（人） 169 178 182 178 234 
 
特定福祉用具購入費 

給付費（千円） 504 504 504 504 504 
 人数（人） 2 2 2 2 2 
 
住宅改修費 

給付費（千円） 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 
 人数（人） 2 2 2 2 2 
 
特定施設入居者生活介護 

給付費（千円） 19,456 19,466 19,466 19,466 24,188 
 人数（人） 8 8 8 8 10 
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区分 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ７年度 Ｒ22年度 
(2021) (2022) (2023) (2025) (2040) 

地域密着型サービス       

 
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

給付費（千円） 2,527 2,529 2,529 2,529 5,057 
 人数（人） 1 1 1 1 2 
 
夜間対応型訪問介護 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 
 人数（人） 0 0 0 0 0 
 

地域密着型通所介護 

給付費（千円） 45,202 47,495 48,135 47,302 62,746 
 回数（回） 436.9 454.1 461.8 455.9 602.3 
 人数（人） 41 42 43 42 56 
 

認知症対応型通所介護 

給付費（千円） 32,742 32,761 32,761 34,204 42,613 
 回数（回） 273.5 273.5 273.5 285.9 355.3 
 人数（人） 20 20 20 21 27 
 
小規模多機能型居宅介護 

給付費（千円） 58,055 58,087 58,087 55,850 75,387 
 人数（人） 24 24 24 24 32 
 
認知症対応型共同生活介護 

給付費（千円） 41,805 41,829 41,829 44,781 60,208 
 人数（人） 14 14 14 15 20 
 
地域密着型特定施設入居者生活介護 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 
 人数（人） 0 0 0 0 0 
 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 
給付費（千円） 98,492 98,546 98,546 114,935 160,031 

 人数（人） 29 29 29 34 47 
 
看護小規模多機能型居宅介護 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 
 人数（人） 0 0 0 0 0 

施設サービス       

 
介護老人福祉施設 

給付費（千円） 224,863 228,576 228,576 244,235 333,211 
 人数（人） 69 70 70 75 102 
 
介護老人保健施設 

給付費（千円） 106,898 106,810 112,868 131,376 176,828 
 人数（人） 33 33 35 41 55 
 
介護医療院 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 
 人数（人） 0 0 0 2 2 
 
介護療養型医療施設 

給付費（千円） 8,935 8,940 8,940   
 人数（人） 2 2 2   

居宅介護支援 
給付費（千円） 40,544 42,362 42,633 41,921 55,509 
人数（人） 231 241 243 240 318 

合 計 【介護給付費】 給付費（千円） 952,784 976,520 989,334 1,019,570 1,374,044 
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（３）標準給付費 

 標準給付費見込み額には、総給付費、特定入所者介護サービス費等給付額（財政影響額調整後）、

高額介護サービス費等給付額（財政影響額調整後）、高額医療合算介護サービス費等給付額、算定対

象審査支払手数料が含まれます。標準給付費の見込みは下表のとおりです。  

■標準給付費の推計                                                               （千円） 

区分 
Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ７年度 Ｒ22年度 
(2021) (2022) (2023) (2025) (2040) 

標準給付費見込み額 1,030,119 1,051,590 1,066,120 1,097,660 1,477,429 

 
総給付費 974,753 998,623 1,012,163 1,041,921 1,403,075 

 特定入所者介護サービス費等給付額 
（財政影響額調整後） 

36,339 33,600 34,228 35,359 47,169 

 高額介護サービス費等給付額 
（財政影響額調整後） 

18,054 18,367 18,711 19,329 25,783 

 
高額医療合算介護サービス費等給付額  155 159 162 167 223 

 
算定対象審査支払手数料 818 840 856 884 1,179 

 

 

（４）地域支援事業費 

地域支援事業費は、介護予防・日常生活支援総合事業費、包括的支援事業（地域包括支援センタ

ーの運営）及び任意事業費、包括的支援事業（社会保障充実分）に分けられます。地域支援事業費

の見込みは下表のとおりです。 

■地域支援事業費の推計                                                            （千円） 

区分 
Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ７年度 Ｒ22年度 
(2021) (2022) (2023) (2025) (2040) 

地域支援事業費 31,878 32,107 32,315 33,525 36,715 

 介護予防・日常生活支援総合事業費 22,784 22,948 23,096 22,380 24,466 

 
包括的支援事業（地域包括支援センタ
ーの運営）及び任意事業費 

3,985 4,013 4,039 5,777 6,881 

 包括的支援事業（社会保障充実分） 5,109 5,146 5,179 5,368 5,368 
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４ 第 1号被保険者の保険料の推計 

（１）介護保険の財源 

介護保険の財源は、第１号被保険者の保険料のほか、第２号被保険者の保険料、国・県・村の負

担金、国の調整交付金によって構成されます。 

保険給付費の財源の 50.0％は、第１号被保険者、第２号被保険者で担います。第１号被保険者の

負担割合は、第８期計画では 23.0％となります。 

地域支援事業費の財源については、包括的支援事業・任意事業は、第２号被保険者の負担がなく、

公費負担が 77.0％、第１号被保険者の負担割合が 23.0％となります。 

 

保険給付費の財源構成 

■居宅給付費                            ■施設等給付費 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域支援事業費の財源構成 

■介護予防・日常生活支援総合事業              ■包括支援事業・任意事業 

  調整交付金（国）
5.0％

国

20.0％

長野県

12.5％

南箕輪村

12.5％

第２号被保険者

27.0％

第１号被保険者

23.0％

調整交付金（国）

5.0％

国

20.0％

長野県

12.5％

南箕輪村

12.5％

第２号被保険者

27.0％

第１号被保険者

23.0％

調整交付金（国）

5.0％

国

15.0％

長野県

17.5％

南箕輪村

12.5％

第２号被保険者

27.0％

第１号被保険者

23.0％

国

38.5％

長野県

19.25％

南箕輪村

19.25％

第１号被保険者

23.0％
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（２）第１号被保険者の保険料基準額 

保険料収納必要額を予定保険料収納率と所得段階別加入割合補正後の第１号被保険者数で除算

し、第１号被保険者の第８期保険料基準（月額）を下表のとおり算定します。 

第８期介護保険料基準額（月額）は、5,230円とします。 

■第１号被保険者の保険料基準額                                                        （円） 

区分 
第８期見込み 

Ｒ３(2021)年度 Ｒ４(2022)年度 Ｒ５(2023)年度 合計 

①標準給付費見込み額 1,030,118,974 1,051,589,934 1,066,120,070 3,147,828,978 

②地域支援事業費 31,877,852 32,107,063 32,314,781 96,299,696 

③第１号被保険者負担相当額 
  （①＋②）× 0.23 244,259,270 249,250,309 252,640,016 746,149,595 

④調整交付金相当額 52,645,157 53,726,896 54,460,826 160,832,880 

⑤調整交付金見込交付割合 4.00％ 3.76％ 3.52％  

⑥調整交付金見込額 42,116,000 40,403,000 38,340,000 120,859,000 

⑦財政安定化基金基金拠出金見込額 

 

0 

⑧財政安定化基金償還金 0 

⑨準備基金取崩額 52,000,000 

⑩保険料収納必要額 
  ③＋④－⑥＋⑦＋⑧－⑨ 734,123,475 

⑪予定保険料収納率 99.48％ 

⑫予定保険料収納率を考慮した必要額 737,960,872 

⑬弾力化をした場合の所得段階別 
加入割合補正後被保険者数（人） 3,889 3,920 3,949 11,758 

⑭保険料基準（月額） 
  ⑫÷⑬÷12か月 5,230円 

※ 準備基金取崩額とは 

各市町村では、計画期間内の急激な給付費の増加などに対応できるように、介護給付費準備基金を設置しています。

この基金は、計画期間中に発生する保険料の剰余金を積み立てる一方、給付費の不足が生じた場合には取崩しを行い、

その不足分を補うものです。 

本来、その計画期間の被保険者に還元されるべきものであるため、基本的には次期計画期間に歳入として繰り入れ

るべきものとされています。 

このことから、第８期では基金の取崩しを行い、保険料負担の軽減を図ります。 
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（３）所得段階別の保険料率 

第１号被保険者保険料について、保険料基準月額に基づく所得段階別の介護保険料（月額）を算

定し、下表のとおりとします。 

■所得段階別の保険料率 

所得段階 対象者 
基準額に 

対する割合 

介護保険料 

（月額） 

第１段階 

・生活保護受給者 

・世帯全員が住民税非課税の老齢福祉年金受給者 

・世帯全員が住民税非課税で、本人の前年の課税年金収入額とその他の合計所

得金額の合計が80万円以下の人 

0.3 1,570円 

第２段階 
・世帯全員が住民税非課税で、本人の前年の課税年金収入額とその他の合計所

得金額の合計が80万円を超え120万円以下の人 
0.5 2,620円 

第３段階 ・世帯全員が住民税非課税で、第１段階・第２段階以外の人 0.7 3,660円 

第４段階 
・世帯に住民税を課税されている人がいるが、本人は住民税非課税で、前年の

課税年金収入額とその他の合計所得金額の合計が80万円以下の人 
0.9 4,710円 

第５段階 
・世帯に住民税を課税されている人がいるが、本人は住民税非課税で、前年の

課税年金収入額とその他の合計所得金額の合計が80万円を超えている人 
1.0 5,230円 

第６段階 ・本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が120万円未満の人 1.2 6,280円 

第７段階 ・本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が120万円以上190万円未満の人 1.3 6,800円 

第８段階 ・本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が190万円以上290万円未満の人 1.5 7,850円 

第９段階 ・本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が290万円以上500万円未満の人 1.6 8,370円 

第10段階 ・本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が500万円以上の人 1.75 9,150円 

 

（４）介護保険料の基準額の推移 

第１期からの介護保険料の基準額の推移と第８期の基準額は、下表のとおりです。 

■介護保険料の基準額の推移 

期別 基準額（月額） 

第１期（平成12（2000）年度～平成14（2002）年度） 2,040円 

第２期（平成15（2003）度度～平成17（2005）年度） 2,520円 

第３期（平成18（2006）年度～平成20（2008）年度） 3,760円 

第４期（平成21（2009）年度～平成23（2011）年度） 3,780円 

第５期（平成24（2012）年度～平成26（2014）年度） 4,570円 

第６期（平成27（2015）年度～平成29（2017）年度） 5,020円 

第７期（平成30（2018）年度～令和２（2020）年度） 5,230円 

第８期（令和３（2021）年度～令和５（2023）年度） 5,230円 
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第６章 計画の推進体制 

１ 計画の進行管理 

具体的な取組みの方向性の状況や数値目標の達成状況について評価を行い、その後施策・事業に

反映できるよう、ＰＤＣＡサイクル（計画の作成－計画の実施－点検・評価－改善）による効果的

な進行管理を行います。 

 

２ 庁内連携 

本計画は高齢者の生活を支える総合的な計画であるため、計画の推進にあたっては、健康福祉課

が中心となって関係部署との横断的な連携・調整を図ります。また、定期的な点検・評価の結果を

共有し、常に改善を図りながら施策に取り組んでいきます。 

 

３ 関係機関及び住民との連携 

各種連絡会や研修会などを通じ、事業所間及び関係機関の連携強化を支援するとともに、事業所、

関係団体、近隣市町村との連携を図りながら各種施策を推進します。また、住民が高齢者を支える

担い手として活躍できるよう支援します。 

 

４ 「保険者機能推進強化交付金」等の活用 

本計画を効果的かつ実効性のあるものとするため、「保険者機能強化推進交付金」等の評価指標

を活用し、地域課題の分析及び施策等の改善を図ります。これにより、「保険者機能強化推進交付

金」等を着実に獲得し、有効な活用に努めます。 

 

５ 計画の周知 

計画を円滑に推進していくためには、住民の理解と協力が不可欠になります。広報紙や村ウェブ

サイトを活用し、本計画の周知を図ります。 
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 資料編 

１ 南箕輪村福祉計画策定懇話会設置要綱 

(設置) 

第１条 高齢者及び障がい者等の福祉計画の策定及び見直しに関する検討を行うために、南箕輪村

福祉計画策定懇話会(以下「策定懇話会」という。)を設置する。 

(任務) 

第２条 策定懇話会は、次に掲げる事業を行う。 

(１) 介護保険事業計画の策定及び見直しに関すること。 

(２) 高齢者福祉計画の策定及び見直しに関すること。 

(３) 障がい者福祉計画の策定及び見直しに関すること。 

(４) 地域福祉計画の策定及び見直しに関すること。 

(５) 前号までに掲げるもののほか、この目的を達成するために必要と認める事業 

(組織) 

第３条 策定懇話会の委員は 20人以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる関係機関及び関係者の内から村長が任命する。 

(１) 南箕輪村議会 

(２) 南箕輪区長会 

(３) 南箕輪村公民館 

(４) 南箕輪村社会福祉協議会 

(５) 南箕輪村老人クラブ連合会 

(６) 南箕輪村民生児童委員協議会 

(７) 南箕輪村内医師の代表 

(８) 南箕輪村食生活改善推進協議会 

(９) 南箕輪村ボランティア連絡協議会 

(10) 南箕輪村身体障害者福祉協会 

(11) 南箕輪村知的障害者育成会 

(12) 南箕輪村赤十字奉仕団 

(13) JA上伊那 

(14) 南箕輪村商工会 

(15) その他村長が必要と認めた者 

(任期) 

第４条 策定懇話会委員の任期は 2年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、任期は、現に行っている第 2条に規定する計画の策定又は見直しが

終了するまで延長することができるものとする。 

(会長) 

第５条 策定懇話会に会長をおき、委員が互選する。 



68 

 

２ 会長は会務を総理し、策定懇話会を代表する。 

３ 会長に事故あるときは、会長があらかじめ指定した委員が職務を代理する。 

(会議) 

第６条 策定懇話会は、会長が招集し、会長が議長となる。 

(部会) 

第７条 策定懇話会に部会を置くことができる。 

２ 部会に属する委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、部会に属する委員が互選する。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故あるときは、部会長があらかじめ指定した委員が職務を代理する。 

(庶務) 

第８条 策定懇話会の庶務は、健康福祉課が行う。 

(補則) 

第９条 この要綱に定めるもののほか、策定懇話会の運営に必要な事項は別に定める。 
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２ 南箕輪村福祉計画策定懇話会委員名簿 

任期：令和２（2020）年 10月１日～令和４（2022）年９月 30日 

 氏名 所属団体 部会 

会長 三澤 澄子 南箕輪村議会議員 高齢者福祉・介護保険部会 

部会長 出羽澤 哲夫 南箕輪村区長会 高齢者福祉・介護保険部会 

部会長 倉田 健郎 南箕輪村公民館長 障がい者福祉部会 

委員 金井 健 南箕輪村社会福祉協議会会長 障がい者福祉部会 

委員 北原 敏男 南箕輪村老人クラブ連合会会長 高齢者福祉・介護保険部会 

委員 森本 清 南箕輪村民生児童委員協議会 高齢者福祉・介護保険部会 

委員 原 千香子 南箕輪村民生児童委員協議会 障がい者福祉部会 

委員 髙原 健治 南箕輪村医師の代表 高齢者福祉・介護保険部会 

委員 入戸 幸子 南箕輪村食生活改善推進協議会会長 高齢者福祉・介護保険部会 

委員 山崎 ちふゆ 南箕輪村ボランティア連絡協議会会長 障がい者福祉部会 

委員 孕石 勝市 南箕輪村身体障がい者福祉協会会長 障がい者福祉部会 

委員 有賀 一夫 南箕輪村手をつなぐ育成会代表 高齢者福祉・介護保険部会 

委員 有賀 春美 南箕輪村赤十字奉仕団委員長 障がい者福祉部会 

委員 山本 ゆかり ＪＡ上伊那南箕輪支所長 障がい者福祉部会 

委員 倉田 明彦 南箕輪村商工会事務局長 高齢者福祉・介護保険部会 

委員 笹沼 美保 公募委員 障がい者福祉部会 

（敬称略） 
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３ 南箕輪村地域包括支援センター運営協議会設置要綱 

(目的) 

第１条 南箕輪村地域包括支援センター(以下「センター」という。)の適正かつ円滑な運営を図る

ため、南箕輪村地域包括支援センター運営協議会(以下「運営協議会」という。)を設置する。 

(所掌事務) 

第２条 運営協議会は、次の各号に掲げる事項を所掌する。 

(１) センターの設置等に関すること。 

ア センターの担当する圏域の設定 

イ センターの業務の法人への委託又は、センターの業務を委託された法人の変更 

ウ センターの業務を委託された法人による予防給付に係る事業の実施 

エ センターが予防給付に係るマネジメント業務の一部を委託する居宅介護支援事業者の選

定及び変更 

オ その他運営協議会がセンターの公正及び中立性を確保する観点から必要であると判断し

た事項 

(２) センターの運営に関すること。 

運営協議会は、次に掲げる点を勘案して定期的又は必要な時に、事業内容を評価するものと

する。 

ア センターが作成するケアプランにおいて、正当な理由なく特定の事業者が提供するサービ

スに偏りがないか。 

イ センターにおけるケアプランの作成の過程において、特定の事業者が提供するサービスの

利用を不当に誘因していないか。 

ウ その他運営協議会が地域の実情に応じて必要と判断した事項 

(３) 地域の連携、支援体制等に関すること。 

運営協議会は、地域における介護保険以外のサービス等との連携体制の構築、地域包括支援

事業を支える地域資源の開発その他地域の包括支援体制に関する事項であって運営協議会が

必要と判断した事項を行う。 

(４) 前各号に掲げるもののほか、運営協議会がセンターの運営に関して必要な事項 

(組織) 

第３条 運営協議会の委員は 10名以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる関係者の中から村長が任命する。 

(１) 介護サービス及び介護予防サービスに関する事業者並びに職能団体等 

(２) 介護サービス及び介護予防サービスの利用者並びに介護保険の被保険者 

(３) 介護保険以外の地域資源や地域における権利擁護、相談事業等を担う関係者 

(４) 前各号に掲げるもののほか、地域ケアに関する識見を有する者 

(任期) 

第４条 委員の任期は 2年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員の再任は妨げないものとする。 

(会長) 

第５条 運営協議会に会長を置き、委員が互選する。 
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２ 会長は、会務を総理し、運営協議会を代表する。 

３ 会長に事故あるときは、会長があらかじめ指定した委員が職務を代理する。 

(会議) 

第６条 運営協議会は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会長が必要と認めるときは、運営協議会に委員以外の者の出席を求め、意見又は説明を聴くこ

とができる。 

(庶務) 

第７条 運営協議会の庶務は、健康福祉課が行う。 

(補則) 

第８条 この要綱に定めるもののほか、運営協議会の運営に必要な事項は、別に定める。 
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４ 南箕輪村地域密着型サービス等運営委員会設置要綱 

(目的) 

第１条 介護保険法(平成 9年法律第 123号)の規定に基づく地域密着型サービス及び地域密着型介

護予防サービス(以下「サービス等」という。)の適正な運営を確保するため、南箕輪村地域密着

型サービス等運営委員会(以下「運営委員会」という。)を設置する。 

(所掌事務) 

第２条 運営委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(１) サービス等の事業者の指定に関すること。 

(２) サービス等に係る指定基準及びサービス費に関すること。 

(３) サービス等の質の確保及び運営評価に関すること。 

(４) 前各号に掲げるもののほか、サービス等の運営に関して必要な事項 

(組織) 

第３条 運営委員会の委員は 10名以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる関係者の中から村長が委嘱する。 

(１) 介護サービス及び介護予防サービスに関する事業者並びに職能団体等 

(２) 介護サービス及び介護予防サービスの利用者並びに介護保険の被保険者 

(３) 介護保険以外の地域資源や地域における権利擁護、相談事業等を担う関係者 

(４) 前各号に掲げるもののほか、地域ケアに関する識見を有する者 

(任期) 

第４条 委員の任期は 2年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員の再任は妨げないものとする。 

(委員長) 

第 5条 運営委員会に委員長を置き、委員が互選する。 

２ 会長は、会務を総理し、運営委員会を代表する。 

３ 委員長に事故あるときは、委員長があらかじめ指定した委員が職務を代理する。 

(会議) 

第６条 運営委員会は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

２ 委員長が必要と認めるときは、運営委員会に委員以外の者の出席を求め、意見又は説明を聴く

ことができる。 

(庶務) 

第７条 運営委員会の庶務は、健康福祉課が行う。 

(補則) 

第８条 この要綱に定めるもののほか、運営委員会の運営に必要な事項は、別に定める。 

前 文(平成 28年３月 17日告示第 22号抄) 

平成 28年４月１日から施行する。  
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５ 策定の経過 

年月日 内容 

令和元（2019）年 11月 27日 

～12月 20日 

高齢者等実態調査の実施 

・元気高齢者等実態調査 

・居宅要介護・要支援認定者等実態調査 

令和２（2020）年 10月１日 

第１回 南箕輪村福祉計画策定懇話会 

・南箕輪村高齢者福祉計画・介護保険事業計画の性格、法的位

置づけ等について 

・第 8期における介護保険制度改正について 

・人口及び要介護（支援）認定者の推移について 

・介護サービス給付費の推移について 

令和２（2020）年 11月６日 

第 1回 高齢者福祉・介護保険部会 

・第８期南箕輪村高齢者福祉計画・介護保険事業計画の骨子案

について 

・第７期における地域支援事業の実績について 

令和２（2020）年 12月 17日 

第２回 高齢者福祉・介護保険部会 

・第８期南箕輪村高齢者福祉計画・介護保険事業計画の素案に

ついて 

令和２（2020）年 12月 28日 

～令和３（2021）年１月 11日 
パブリックコメントの実施 

令和３（2021）年１月 26日 

第２回 南箕輪村福祉計画策定懇話会 

・第８期南箕輪村高齢者福祉計画・介護保険事業計画について全

委員へ説明 

令和３（2021）年１月 29日 村長へ計画書を提出 
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６ 用語解説 

＜ あ行 ＞ 

ＩＣＴ 

Information and Communication Technology（情報通信技術）の略。インターネットや携帯情報端末など

のコンピュータ関連の技術を総称したもの。 

 

インフォーマルサービス 

公的機関や専門職による制度に基づくサービス以外の支援のこと。家族、近隣、友人、ボランティア、非

営利団体（NPO)などの援助が該当する。 

 

＜ か行 ＞ 

介護医療院 

慢性期の医療・介護ニーズへ対応するため、日常的な医学管理が必要な重介護者の受入れや看取り・ター

ミナルケア等の機能と、生活施設としての機能を兼ね備えた施設。 

 

介護予防 

要介護状態になることをできる限り防ぐ（遅らせる）こと。また、要介護状態であっても、状態がそれ以

上に悪化しないようにすること。 

 

介護予防ケアマネジメント 

要支援者及び総合事業対象者が、地域において自立した日常生活を送れるように、適切な助言・援助を行

うこと。 

 

介護予防支援 

要介護認定で要支援１・２と判定された人が、介護保険予防給付サービスを適切に利用できるよう、地域

包括支援センターや地域包括支援センターから委託を受けた居宅介護支援事業所がサービス計画を作成す

ること。 

 

介護療養型医療施設 

慢性疾患を有し、長期の療養が必要な人のために、介護職員が手厚く配置された医療機関（施設）。病状は

安定していても自宅での療養生活は難しいという人が入所して、必要な医療サービス、日常生活における

介護、リハビリテーションなどが受けられる。 

 

介護老人福祉施設 

寝たきりや認知症などで、常に介護が必要で自宅での生活が難しい人のための施設。入所により、入浴・

排せつ・食事等の介護、機能訓練、健康管理、療養上の世話などが受けられる。 
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介護老人保健施設 

入所者に対してリハビリテーションなどの医療サービスを提供し、在宅への復帰を目指す施設。利用者の

状態に合わせたケアプランに基づき、医学的管理のもとで、看護、リハビリテーション、入浴・排せつ・

食事といった日常生活上の介護などを併せて受けられる。 

 

上伊那成年後見センター 

伊那市社会福祉協議会内に設置されており、上伊那郡内の８市町村を対象に、成年後見制度・権利擁護等

に関する相談に応じている。 

 

看護小規模多機能型居宅介護 

「小規模多機能型居宅介護」と「訪問看護」を組み合わせて提供するサービス。要介護度が高く、医療的

なケアを必要とする人が、住み慣れた家や地域で安心して生活することが可能になる。 

 

居住系サービス 

介護保険サービスのうち、要介護等認定者が居住系施設に入所（居）して利用できる介護サービス。サー

ビスの種類は、特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介

護。 

 

居宅介護支援 

介護を必要としている人が、自宅で適切にサービスを利用できるように、ケアマネジャー（介護支援専門

員）が心身の状況や生活環境、本人・家族の希望等に沿って、ケアプラン（居宅サービス計画）を作成し

たり、ケアプランに位置づけたサービスを提供する事業所等との連絡・調整などを行ったりすること。 

 

居宅療養管理指導 

在宅で療養しており通院が困難な利用者へ、医師、歯科医師、看護師、薬剤師、管理栄養士、歯科衛生士

などが家庭を訪問し療養上の管理や指導、助言等を行うサービス。 

 

ケアマネジメント 

介護を必要としている人やその家族が持つ問題やニーズに対して、医療や保健、福祉などの多様なサービ

スが効率的に提供されるよう適切な助言・援助を行うこと。 

 

ケアマネジャー 

介護支援専門員。介護を必要とする人が適切なサービスを利用できるように、高齢者やその家族からの相

談に応じ、関係機関への連絡・調整を行う公的資格を有する者。 

 

権利擁護 

認知症の方など自分で権利を行使したり権利侵害を防ぐことが困難な高齢者などの権利を守り、生活を支

援すること。 
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＜ さ行 ＞ 

サービス付き高齢者向け住宅 

住居などの建物を所管する国土交通省と、保健・福祉を担う厚生労働省がともに所管する高齢者住まい法

により制度化された見守り、生活相談などのサービスを受けられるバリアフリー化された賃貸住宅。 

 

在宅サービス 

介護保険サービスのうち、自宅で生活する要介護等認定者のためのサービス。サービスの種類は、「訪問サ

ービス」の訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、「通所サー

ビス」の通所介護、通所リハビリテーション、「短期入所サービス」の短期入所生活介護、短期入所療養介

護（介護老人保健施設）、短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）、短期入所療養介護（介護医療院）、

「その他のサービス」の福祉用具貸与、介護予防支援・居宅介護支援、福祉用具購入費、住宅改修費、定

期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、

小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護。 

 

施設サービス 

介護保険サービスのうち、要介護等認定者が施設等に入所（居）して利用できる介護サービス。サービス

の種類は、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療

養型医療施設、介護医療院。 

 

若年性認知症 

40 歳から 64 歳に発症した初老期認知症に、18 歳から 39 歳までに発症した若年期認知症を加えた認知症

の総称。発症年齢で区分した概念である。様々な原因により認知症を引き起こしており、病理学的な疾患

も含んでいる。 

 

住宅改修 

在宅の利用者が、住み慣れた自宅で生活が続けられるように、手すりの取付けや段差解消などの小規模な

住宅改修について、その費用を支給するサービス。 

 

小規模多機能型居宅介護 

利用者の希望に応じて通い、泊り、訪問サービスを組み合わせて、住み慣れた自宅や地域で受けることが

できるサービス。 

 

シルバー人材センター 

高齢者に対して、経験や能力を活かせる臨時的、短期的な仕事を確保し、これらを提供することにより高

齢者の就業機会の増大を図り、あわせて活力ある地域社会づくりに寄与することを目的とした団体。 

 

成年後見制度 

認知症などにより判断能力が不十分な人の財産管理や契約行為などを、代理権や同意権・取消権が付与さ

れた成年後見人等が支援する制度。 
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生活支援コーディネーター 

高齢者の生活支援・介護予防の基盤整備を推進していくことを目的とし、地域において、生活支援及び介

護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーディネート機能を果たす者。 

 

総合事業 

介護保険法で「介護予防・日常生活支援総合事業」として定められている。市町村が中心となり、地域の

実情に応じて住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実することで地域の支え合い体制づくり

を推進し、要支援者等の方に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目指すもの。 

 

＜ た行 ＞ 

ターミナルケア 

終末期における医療的、介護的ケアのこと。死期が近づいた患者（利用者）に対し、延命治療中心でなく、

患者の人格を尊重したケア中心の包括的な援助を行うこと。 

 

団塊の世代 

昭和 22（1947）年から昭和 24（1949）年にかけての第一次ベビーブームに生まれた世代。団塊の世代が後

期高齢者（75 歳以上）となり、医療・介護などの社会保障費が増大する問題を「2025 年問題」という。 

 

短期入所生活介護 

特別養護老人ホームなどの施設に短期間入所してもらい、食事、入浴、その他の必要な日常生活上の支援

や機能訓練などを行うサービス。 

 

短期入所療養介護 

介護老人保健施設や診療所、病院などに短期間入所してもらい、医師や看護職員、理学療法士等による医

療や機能訓練、日常生活上の支援などを行うサービス。 

 

地域ケア会議 

高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備とを同時に進めていく、地域包括ケアシ

ステムの実現に向けた手法。多職種が協働して高齢者の個別課題の解決を図るとともに、地域に共通した

課題を地域包括ケア推進会議に提案する会議。 

 

地域支援事業 

高齢者が要支援・要介護状態になることを予防するとともに、要介護状態などになった場合においても可

能な限り地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援するために市町村が行う事業。介護

予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業、任意事業がある。 

 

地域包括ケアシステム 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、「住まい」「医療」

「介護」「予防」「生活支援」が切れ目なく一体的に提供される体制のこと。 

 



78 

 

地域包括ケア「見える化」システム 

都道府県・市町村における介護保険事業（支援）計画等の策定・実行を総合的に支援するための情報シス

テム。介護保険に関連する情報をはじめ、地域包括ケアシステムの構築に関する様々な情報が本システム

に一元化され、かつグラフ等を用いた見やすい形で提供される。 

 

地域包括支援センター 

地域住民の保健・医療の向上と福祉の増進を包括的に支援することを目的として創設された機関。高齢者

への総合相談、介護予防ケアマネジメント、高齢者虐待への対応など多様な機能を併せ持つ。 

 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

定員が 29 人以下の特別養護老人ホームに入所している利用者に対して、入浴・排せつ・食事等の介護とい

った日常生活上の世話、機能訓練、療養上の世話を行うサービス。原則、サービスを提供する事業者が所

在する市町村に居住する者が利用対象者となる。 

 

地域密着型通所介護 

日中、利用定員 18 人以下の小規模の老人デイサービスセンターなどに通ってもらい、食事、入浴、その他

の必要な日常生活上の支援や生活機能訓練などを日帰りで提供するサービス。原則、サービスを提供する

事業者が所在する市町村に居住する者が利用対象者となる。 

 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

介護保険の指定を受けた入居定員が 29 人以下の介護付有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホー

ム、サービス付き高齢者向け住宅などが、入居している利用者に対して入浴・排せつ・食事等の介護、そ

の他必要な日常生活上の支援を行うサービス。原則、サービスを提供する事業者が所在する市町村に居住

する者が利用対象者となる。 

 

チームオレンジ 

ステップアップ講座を受講した認知症サポーター等が支援チームをつくり、認知症の人やその家族の支援

ニーズに合った具体的な支援につなげるチーム。 

 

調整交付金 

後期高齢者の比率の高い保険者や第 1 号被保険者の所得水準が全国よりも低い保険者に対して、介護保険

の財源が不足しないよう財政力格差を調整するために国が交付する交付金。国の負担する給付費のうち

５％分が後期高齢者の加入割合及び所得段階別加入割合によって調整・配分される。 

 

通所介護 

日中、老人デイサービスセンターなどに通ってもらい、食事、入浴、その他の必要な日常生活上の支援や

生活機能訓練などを日帰りで提供するサービス。 
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通所リハビリテーション 

介護老人保健施設や診療所、病院において、日常生活の自立を助けるために理学療法、作業療法その他必

要なリハビリテーションを行い、利用者の心身機能の維持回復を図るサービス。 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

日中･夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が一体的にまたは密接に連携しながら、定期巡回と随時の対応を

行うサービス。 

 

特定施設入居者生活介護 

介護保険の指定を受けた介護付有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、サービス付き高齢者

向け住宅などが、入居している利用者に対して入浴・排せつ・食事等の介護、その他必要な日常生活上の

支援を行うサービス。 

 

特定福祉用具購入費 

貸与になじまない福祉用具（特定福祉用具）を指定特定福祉用具販売事業者から購入したとき、その費用

を支給し、利用者の日常生活における自立支援や介護者の負担軽減を図るサービス。 

 

＜ な行 ＞ 

日常生活圏域 

市町村の住民が日常生活を営んでいる地域として地理的条件、人口、交通事情その他社会的条件、介護給

付対象サービスを提供するための施設の整備、その他の条件を総合的に勘案して定める区域。 

 

認知症 

後天的な脳の疾病等を原因として、正常であった記憶、判断力などの脳の働きが持続的に低下した状態を

いう。 

 

認知症カフェ 

認知症の人やその家族が気軽に立ち寄り、情報交換し合う憩いの場。認知症地域支援推進員が家族の相談

にも応じる。 

 

認知症ケアパス 

認知症の人とその家族に提示することを目的とし、「認知症の人の生活機能障害の進行に合わせ、いつ、ど

こで、どのような医療・介護サービスを受けることができるのか」を標準的に示したもの。 

 

認知症サポーター 

認知症に対する正しい知識と理解をもち、地域や職域で、認知症の人やその家族に対してできる範囲で手

助けする者。 
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認知症初期集中支援チーム 

複数の専門職が認知症が疑われる人や認知症の人及びその家族を訪問し、アセスメント、家族支援等の初

期の支援を包括的、集中的に行い、生活のサポートを行う。専門医、社会福祉士、保健師、看護師、作業

療法士などで構成されるチーム。 

 

認知症対応型共同生活介護 

認知症の高齢者が共同で生活する住居（グループホーム）において、入浴・排せつ・食事等の介護、その

他の日常生活上の世話、機能訓練を行うサービス。 

 

認知症対応型通所介護 

老人デイサービスセンターや特別養護老人ホームなどにおいて、通所してきた認知症の利用者に対して、

入浴・排せつ・食事等の介護や生活等に関する相談、健康状態の確認、機能訓練（リハビリテーション）

等を行うサービス。 

 

認知症地域支援推進員 

認知症の人と家族が、状況に応じて必要な医療や介護等のサービスが受けられるよう、医療機関や介護サ

ービス及び地域の支援機関をつなぐコーディネーター。 

 

＜ は行 ＞ 

パブリックコメント 

意見公募手続。行政機関が計画等を制定するにあたって、事前に計画等の案を示し、その案について広く

住民から意見や情報を募集する手続き。 

 

ＰＤＣＡサイクル 

事業活動における管理業務を円滑に進める手法の一つ。Plan（計画の作成）→Do（計画の実施）→Check（点

検・評価）→Action（改善）の４段階を繰り返すことによって、業務を継続的に改善する。 

 

被保険者 

介護保険の対象となる者。第１号被保険者（65 歳以上の人）、第２号被保険者（40 歳以上 65 歳未満の医療

保険加入者）に区分され、介護保険料を支払い、要介護（要支援）・事業対象者の認定を受けた人が介護保

険サービスや地域支援事業を利用できる。 

 

福祉用具貸与 

利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、福祉用具の利用を介護保険で支援

するサービス。 

 

フレイル 

年をとって体や心のはたらき、社会的なつながりが弱くなった状態。そのまま放置すると、身体的機能障

害などで要介護状態になる可能性があるため、早目に適切な取組みを行うことで状態の進行を防ぐことが

できる。予防策として「栄養」「身体活動」「社会参加」の３つのポイントがある。 
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訪問介護 

訪問介護員（ホームヘルパー）が利用者の居宅を訪問して、入浴・排せつ・食事等の介護や調理、洗濯、

掃除等の家事を行うサービス。 

 

訪問看護 

医師の指示に基づき、看護師等が利用者の居宅を訪問し、健康チェック、療養上の世話または必要な診療

の補助を行うサービス。 

 

訪問入浴介護 

自宅の浴槽での入浴が困難な人に対して、浴槽を積んだ入浴車が利用者の居宅を訪問し、看護職員や介護

職員が入浴の介護を行うサービス。 

 

訪問リハビリテーション 

医師の指示に基づき理学療法士や作業療法士等が利用者の居宅を訪問し、利用者の心身機能の維持回復及

び日常生活の自立を助けるために理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行うサービス。 

 

保険者 

介護保険制度を運営する主体のことで、市町村または広域連合が主体となる。 

 

保険者機能強化推進交付金 

自治体への財政的インセンティブとして、市町村や都道府県の様々な取組みの達成状況を評価できるよう

客観的な指標を設定し、市町村や都道府県の高齢者の自立支援、重度化防止等に関する取組みを支援する

交付金。 

 

＜ ま行 ＞ 

まっくん生活支え愛事業 

高齢者の日常の困り事（ごみ出し、ごみの分別、雪かき、電池・電球・蛍光灯の交換、買い物、灯油の給

油）を、ボランティアが有償（30 分あたり 300 円）で行う事業。 

 

看取り 

病人のそばで最期まで見守り、看病すること。 

 

＜ や行 ＞ 

夜間対応型訪問介護 

夜間において、定期的な巡回による訪問介護サービス、利用者の求めに応じた随時の訪問介護サービス、

利用者の通報に応じて調整・対応するオペレーションサービスを行うもの。 
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有料老人ホーム 

高齢者が暮らしやすいように配慮した住まいに、食事の提供、介護の提供、洗濯・掃除等の家事、健康管

理などの日常生活を送る上で必要なサービスが付いたもの。 

 

養護者 

高齢者虐待防止法では、養護者について「高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事者等以外のも

の」と定義されている（第２条第２項）。高齢者の日常生活において身辺の世話や金銭の管理など何らかの

世話をしている家族、親族、同居人等。 

 

養護老人ホーム 

おおむね 65 歳以上で、身体・精神または環境上の理由や経済的な理由により自宅での生活が困難になった

人を入所させ、食事サービス、機能訓練、その他日常生活上必要な便宜を提供することにより養護を行う

施設。 

 

＜ ら行 ＞ 

老人福祉圏域 

介護保険法及び老人福祉法の規定に基づく区域であり、長野県では 10 の区域を設定している。 

 

老老介護 

高齢者の介護を高齢者が行うこと。主に 65 歳以上の高齢の夫婦や親子、兄弟などのどちらかが介護者であ

り、もう一方が介護される側となるケース。 
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